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ⅩⅡ． 助成事業終了後の手続等 

 

 

ⅩⅢ． 記載例・参考例  Ｐ．１１５ 

 

 

ⅩⅣ． 交付規程 
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（様式第 1） 
番      号 

                           年  月  日 
（提出日を記載） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
    理事長     ○ ○  ○ ○    殿 

申請者 住   所 
                          名   称 
                          代表者名      印 
 
 
 
 

年度課題設定型産業技術開発費助成金交付申請書 
（○○○○○○技術開発プロジェクト） 

 
 上記の件について、課題設定型産業技術開発費助成金の交付を受けたいので、新エネルギー・産業技

術総合開発機構課題設定型産業技術開発費助成金交付規程 第 7 条第 1 項の規定に基づき下記のとおり

申請します。 
記 

 

 

1. 助成事業の名称 

事業内容が分かる短く簡潔な名称とし、40字以内で記入してください。 

2. 助成事業の概要 

助成による事業内容を、全体計画概要及び  年度の内容を 200字～250字以内で記入してください。 

3. 助成事業の総費用                円 
別紙２(2)助成先総括表の事業期間全体の合計を転記してください。 

4. 助成金交付申請額                円 
別紙２(2)助成先総括表の事業期間全体の助成金の額を転記してください。 

5. 補助率 ○/○以内 

例えば、1/2以内と記入してください。 
6. 助成事業の開始及び終了予定年月日 

開始年月日           年  月  日  (交付決定の日から) 
終了予定年月日       年 月 日 

開始年月日は空白として（交付決定の日から）とし、 
終了予定日は、〇○年 2月 28日と記入してください。 

7. 助成事業期間における資金計画 
(1)収支計画 

                                         （単位：円） 
 区分 年度 年度 年度 計 

支出 助成事業に要する経費  

収入 

Ⅰ．自己資金  
Ⅱ．借入金  
Ⅲ．その他の収入  

(小計)  
Ⅳ．助成金交付申請額  

合計  

助成事業に要する経費は、別添２「項目別明細表」の合計を年度ごとに転記してください。 
Ⅳ．助成金の交付申請額は、別紙２「(2)助成先総括表」の助成金の額を年度ごとに転記してください。 

 
(2)借入金等の調達方法 
上記表を補足するため、必要な資金をいつどのように確保するか記載してください。 

 

 

 

 

社内文書番号がある場合は記入してください。 
無い場合は削除してください。

・全期間における金額を記載してください。 
・金額は円単位で記載してください。

・代表者名には、役職・氏名を記載してください。 
・代表者は会社の代表権のある方とします。 
・印は代表者印です。 
・共同申請の場合、申請者毎に作成してください。 

事業年数により欄を
追加・削除

 
 

8. 申請者の概要 
(1)申請者名（法人番号）     
(2)資本金             千円 

(3)従業員数（うち研究開発部門従事者数）    名（   名） 

資本金、従業員数は提出時点を基準としてください。 
(4)大企業･中堅・中小・ベンチャー企業の種別 ○○企業 
(5)会計監査人名    ○○監査法人 

・企業の場合（委託先等は除く）は、上記（４）（５）を記載してください。大企業、中堅、中小、ベン
チャー企業の種別は公募要領の定義を参照してください。会計監査人の設置については、会社法３３
７条により大会社や指名委員会等設置会社などに設置が義務付けられている株式会社の機関の一つ
です。監査役と異なり、独立的な立場から財務諸表等の監査を行います。なお、大会社、委員会設置
会社以外の株式会社も会計監査人を設置することができます。設置されている場合は公認会計士また
は監査法人名を記載してください。会計監査人の設置がない場合は”なし”と記入ください。 

(6)現在の主要事業内容（主な製品等） 
現在の事業内容（主な製品等）を記入してください。また、過去５年間に市場に出した主要な新事業ま
たは新製品をあげ、その売上高を記入してください。 
例：  新事業/新製品名  新事業/新製品の説明  売上高 

 年度  新製品名１   ～～～～～      ○○○百万円 
       新製品名２   ～～～～～      ○○○百万円 

 年度 新事業１      ～～～～～      ○○○百万円 
 年度 新製品名○   ～～～～～      ○○○百万円 

 

9. 助成事業に係る連絡先 
担当者所属   
役職・氏名   
郵便番号、住所  
電話番号   
ＦＡＸ番号   
Ｅメールアドレス  
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（様式第 1） 
番      号 

                           年  月  日 
（提出日を記載） 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
    理事長     ○ ○  ○ ○    殿 

申請者 住   所 
                          名   称 
                          代表者名      印 
 
 
 
 

年度課題設定型産業技術開発費助成金交付申請書 
（○○○○○○技術開発プロジェクト） 

 
 上記の件について、課題設定型産業技術開発費助成金の交付を受けたいので、新エネルギー・産業技

術総合開発機構課題設定型産業技術開発費助成金交付規程 第 7 条第 1 項の規定に基づき下記のとおり

申請します。 
記 

 

 

1. 助成事業の名称 

事業内容が分かる短く簡潔な名称とし、40字以内で記入してください。 

2. 助成事業の概要 

助成による事業内容を、全体計画概要及び  年度の内容を 200字～250字以内で記入してください。 

3. 助成事業の総費用                円 
別紙２(2)助成先総括表の事業期間全体の合計を転記してください。 

4. 助成金交付申請額                円 
別紙２(2)助成先総括表の事業期間全体の助成金の額を転記してください。 

5. 補助率 ○/○以内 

例えば、1/2以内と記入してください。 
6. 助成事業の開始及び終了予定年月日 

開始年月日           年  月  日  (交付決定の日から) 
終了予定年月日       年 月 日 

開始年月日は空白として（交付決定の日から）とし、 
終了予定日は、〇○年 2月 28日と記入してください。 

7. 助成事業期間における資金計画 
(1)収支計画 

                                         （単位：円） 
 区分 年度 年度 年度 計 

支出 助成事業に要する経費  

収入 

Ⅰ．自己資金  
Ⅱ．借入金  
Ⅲ．その他の収入  

(小計)  
Ⅳ．助成金交付申請額  

合計  

助成事業に要する経費は、別添２「項目別明細表」の合計を年度ごとに転記してください。 
Ⅳ．助成金の交付申請額は、別紙２「(2)助成先総括表」の助成金の額を年度ごとに転記してください。 

 
(2)借入金等の調達方法 
上記表を補足するため、必要な資金をいつどのように確保するか記載してください。 

 

 

 

 

社内文書番号がある場合は記入してください。 
無い場合は削除してください。

・全期間における金額を記載してください。 
・金額は円単位で記載してください。

・代表者名には、役職・氏名を記載してください。 
・代表者は会社の代表権のある方とします。 
・印は代表者印です。 
・共同申請の場合、申請者毎に作成してください。 

事業年数により欄を
追加・削除

 
 

8. 申請者の概要 
(1)申請者名（法人番号）     
(2)資本金             千円 

(3)従業員数（うち研究開発部門従事者数）    名（   名） 

資本金、従業員数は提出時点を基準としてください。 
(4)大企業･中堅・中小・ベンチャー企業の種別 ○○企業 
(5)会計監査人名    ○○監査法人 

・企業の場合（委託先等は除く）は、上記（４）（５）を記載してください。大企業、中堅、中小、ベン
チャー企業の種別は公募要領の定義を参照してください。会計監査人の設置については、会社法３３
７条により大会社や指名委員会等設置会社などに設置が義務付けられている株式会社の機関の一つ
です。監査役と異なり、独立的な立場から財務諸表等の監査を行います。なお、大会社、委員会設置
会社以外の株式会社も会計監査人を設置することができます。設置されている場合は公認会計士また
は監査法人名を記載してください。会計監査人の設置がない場合は”なし”と記入ください。 

(6)現在の主要事業内容（主な製品等） 
現在の事業内容（主な製品等）を記入してください。また、過去５年間に市場に出した主要な新事業ま
たは新製品をあげ、その売上高を記入してください。 
例：  新事業/新製品名  新事業/新製品の説明  売上高 

 年度  新製品名１   ～～～～～      ○○○百万円 
       新製品名２   ～～～～～      ○○○百万円 

 年度 新事業１      ～～～～～      ○○○百万円 
 年度 新製品名○   ～～～～～      ○○○百万円 

 

9. 助成事業に係る連絡先 
担当者所属   
役職・氏名   
郵便番号、住所  
電話番号   
ＦＡＸ番号   
Ｅメールアドレス  
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（添付資料 1） 
 

助 成 事 業 実 施 計 画 書 
 
１．実施計画の細目 

(1)事業目的及び目標、事業による効果 

①事業目的 

マーケットの現状及び将来の規模、競争環境等について具体的かつ簡潔に説明してください。 

②事業目標 

技術開発の目標と現状の水準との対比を数値で記入するなど、具体的かつ簡潔に説明してください。
この目標が妥当であることを記載してください。また、国内外の技術動向や既存の技術との関連等に
ついて、具体的かつ簡潔に説明してください。 
さらに、NEDO の基本計画を達成するために基本計画と技術開発テーマとの関係ならびに技術開発テ
ーマがもたらす、設定された目標の達成に対する有効性について、できるだけ定量的に記述してくだ
さい。 
共同申請の場合、それぞれの理由等を明示してください。 

  ③事業による効果 
一般的に期待される効果に加えて、助成事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、
内外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、我が国の
経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、具体的に説明してください。また、費
用対効果について可能な限り定量的な記載を求めてください。 

 

(２)事業概要 

   (3)事業内容の概要を簡潔に記載してください。 
 

(3)事業内容 

①××××の検討（担当：□□□株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

②××××の試験（担当：△△△株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

③××××の設計（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

④××××の製作（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑤××××の開発（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑥××××の評価（担当：国立研究開発法人▽▽▽） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑦××××の海外調査（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑧××××委員会の開催（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
(1)②の事業目標を達成するために必要な技術開発の内容を説明してください。技術開発で克服すべ
き課題とその問題を解決する手段、今回の開発で達成できるレベルを、明確にかつ簡潔にできるだけ
図表を使用して記入してください。共同申請の場合、それぞれの役割分担等を明示してください。 

 また、申請する技術開発内容の新規性、独創性、優れていると考えられる点を記載してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

２．実施計画 

事業項目 
Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期

第 4 

四半期

第 1 

四半期

第 2 

四半期

第 3 

四半期

第 4 

四半期

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期

第 4 

四半期

①×××の検討 
②×××の試験 
③×××の設計 
④×××の製作 
⑤×××の開発 
⑥×××の評価 
⑦×××の海外調査 
⑧××委員会の開催 
 

            

 

 

３．研究開発体制等 

 (1)研究開発体制図 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

(2)助成先における研究体制（別紙１） 

 (3)委託先及び共同研究先における研究体制（別紙１） 

 (4)委員会等における外部からの指導又は協力者（別紙１） 

 

 
４．助成事業に要する費用の内訳等 

 (1)全期間総括表（別紙２） 

 (2)助成先、研究分担先、分室総括表（別紙２） 

 (3)委託先、共同研究先総括表（別紙２） 

 (4)項目別明細表（別紙２） 

 

○○○株式会社 
（○○○○を委託） 

（○○○○を委託） 

（○○○を共同研究） 

△△△株式会社 

国立大学法人□□□大学 

国立研究開発法人▽▽▽ 

【助成先】 

【委託先】

【共同研究先】 

上記「１.(3)事業内容」であげた 
各技術開発項目の実施計画 
を記載してください。 
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（添付資料 1） 
 

助 成 事 業 実 施 計 画 書 
 
１．実施計画の細目 

(1)事業目的及び目標、事業による効果 

①事業目的 

マーケットの現状及び将来の規模、競争環境等について具体的かつ簡潔に説明してください。 

②事業目標 

技術開発の目標と現状の水準との対比を数値で記入するなど、具体的かつ簡潔に説明してください。
この目標が妥当であることを記載してください。また、国内外の技術動向や既存の技術との関連等に
ついて、具体的かつ簡潔に説明してください。 
さらに、NEDO の基本計画を達成するために基本計画と技術開発テーマとの関係ならびに技術開発テ
ーマがもたらす、設定された目標の達成に対する有効性について、できるだけ定量的に記述してくだ
さい。 
共同申請の場合、それぞれの理由等を明示してください。 

  ③事業による効果 
一般的に期待される効果に加えて、助成事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、
内外ライセンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、我が国の
経済再生に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、具体的に説明してください。また、費
用対効果について可能な限り定量的な記載を求めてください。 

 

(２)事業概要 

   (3)事業内容の概要を簡潔に記載してください。 
 

(3)事業内容 

①××××の検討（担当：□□□株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

②××××の試験（担当：△△△株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

③××××の設計（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

④××××の製作（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑤××××の開発（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑥××××の評価（担当：国立研究開発法人▽▽▽） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑦××××の海外調査（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⑧××××委員会の開催（担当：○○○株式会社） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
(1)②の事業目標を達成するために必要な技術開発の内容を説明してください。技術開発で克服すべ
き課題とその問題を解決する手段、今回の開発で達成できるレベルを、明確にかつ簡潔にできるだけ
図表を使用して記入してください。共同申請の場合、それぞれの役割分担等を明示してください。 

 また、申請する技術開発内容の新規性、独創性、優れていると考えられる点を記載してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

２．実施計画 

事業項目 
Ｎ１年度 Ｎ２年度 Ｎ３年度 

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期

第 4 

四半期

第 1 

四半期

第 2 

四半期

第 3 

四半期

第 4 

四半期

第 1 

四半期 

第 2 

四半期 

第 3 

四半期

第 4 

四半期

①×××の検討 
②×××の試験 
③×××の設計 
④×××の製作 
⑤×××の開発 
⑥×××の評価 
⑦×××の海外調査 
⑧××委員会の開催 
 

            

 

 

３．研究開発体制等 

 (1)研究開発体制図 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

(2)助成先における研究体制（別紙１） 

 (3)委託先及び共同研究先における研究体制（別紙１） 

 (4)委員会等における外部からの指導又は協力者（別紙１） 

 

 
４．助成事業に要する費用の内訳等 

 (1)全期間総括表（別紙２） 

 (2)助成先、研究分担先、分室総括表（別紙２） 

 (3)委託先、共同研究先総括表（別紙２） 

 (4)項目別明細表（別紙２） 

 

○○○株式会社 
（○○○○を委託） 

（○○○○を委託） 

（○○○を共同研究） 

△△△株式会社 

国立大学法人□□□大学 

国立研究開発法人▽▽▽ 

【助成先】 

【委託先】

【共同研究先】 

上記「１.(3)事業内容」であげた 
各技術開発項目の実施計画 
を記載してください。 

－ 118 － － 119 －





 

別紙１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（２）助成先における研究体制  

助成先名

主任研究者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所①

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

▽ ○○　○○

▽ ○○　○○

研究実施場所②

主任研究者 フリガナ

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

研究分担先名／

分室名

主任研究者 フリガナ

経理責任者 フリガナ

＊＊　＊＊

氏　名

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

○○○　○○研究所

e-Rad研究者番号 所属・役職

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職氏　名

＊＊　＊＊

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名

○○○株式会社

所属・役職

○○部　部長

所属・役職

経理部長

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

○○○株式会社

所属・役職

所属・役職

○○学部　課長

e-Rad研究者番号 所属・役職氏　名

氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

＊＊　＊＊

○○株式会社　○○○センター

＊＊　＊＊

氏　名

○○学部　教授

所属・役職

研究分担先、分室がある場合は、記載してください。

無い場合は、省略します。

研究実施場所が複数ない場合は

「研究実施場所②」、「主任研究員」、「登録研究員」

の欄は省略するか空欄にしてください。

e-Rad研究者番号を有しない場合は、空欄としてください。

率専従証明書を提出する登録研究員は名前の前に◆印を付けてください。

労務費を計上しない登録研究員は名前の前に▽印を付けてください。

主任研究者であっても未登録では労務費、旅費の計上はできません。

主任研究者は、研究実施場所毎に登録が必要です。

時間単価の登録研究員は名前の前に□印を付けてください。

 
 

別紙１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

（４）委員会等における外部からの指導又は協力者
ア．×××委員会における登録委員

氏名 所属 役職

イ．有識者からの指導・助言等

氏名 所属 役職 指導・助言等の内容

（３）委託先及び共同研究先における研究体制

委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

□ ○○　○○

□ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

▽ ○○　○○

▽ ○○　○○

委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

○○　○○

○○　○○

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

○○○株式会社（本部）

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

e-Rad研究者番号

＊＊　＊＊

＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名 所属・役職

所属・役職

□□□大学（国立大学法人）

△△△株式会社

氏　名 所属・役職

研究開発部長

所属・役職

経理部長

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

所属・役職氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

経理部長

所属・役職

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

所属・役職

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

e-Rad研究者番号 所属・役職

所属・役職

○○部教授

○○○株式会社（本部）

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名

e-Rad研究者番号を有しない場合は、空欄としてください。

率専従証明書を提出する登録研究員は名前の前に◆印を付けてください。

労務費を計上しない登録研究員は名前の前に▽印を付けてください。

時間単価の登録研究員は名前の前に□印を付けてください。

業務管理者であっても未登録では労務費、旅費の計上はできません。

－ 120 － － 121 －





 

別紙１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（２）助成先における研究体制  

助成先名

主任研究者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所①

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

▽ ○○　○○

▽ ○○　○○

研究実施場所②

主任研究者 フリガナ

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

研究分担先名／

分室名

主任研究者 フリガナ

経理責任者 フリガナ

＊＊　＊＊

氏　名

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

○○○　○○研究所

e-Rad研究者番号 所属・役職

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職氏　名

＊＊　＊＊

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名

○○○株式会社

所属・役職

○○部　部長

所属・役職

経理部長

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

○○○株式会社

所属・役職

所属・役職

○○学部　課長

e-Rad研究者番号 所属・役職氏　名

氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

＊＊　＊＊

○○株式会社　○○○センター

＊＊　＊＊

氏　名

○○学部　教授

所属・役職

研究分担先、分室がある場合は、記載してください。

無い場合は、省略します。

研究実施場所が複数ない場合は

「研究実施場所②」、「主任研究員」、「登録研究員」

の欄は省略するか空欄にしてください。

e-Rad研究者番号を有しない場合は、空欄としてください。

率専従証明書を提出する登録研究員は名前の前に◆印を付けてください。

労務費を計上しない登録研究員は名前の前に▽印を付けてください。

主任研究者であっても未登録では労務費、旅費の計上はできません。

主任研究者は、研究実施場所毎に登録が必要です。

時間単価の登録研究員は名前の前に□印を付けてください。

 
 

別紙１ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

（４）委員会等における外部からの指導又は協力者
ア．×××委員会における登録委員

氏名 所属 役職

イ．有識者からの指導・助言等

氏名 所属 役職 指導・助言等の内容

（３）委託先及び共同研究先における研究体制

委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

□ ○○　○○

□ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

▽ ○○　○○

▽ ○○　○○

委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

○○　○○

○○　○○

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

○○○株式会社（本部）

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

e-Rad研究者番号

＊＊　＊＊

＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名 所属・役職

所属・役職

□□□大学（国立大学法人）

△△△株式会社

氏　名 所属・役職

研究開発部長

所属・役職

経理部長

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

所属・役職氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

経理部長

所属・役職

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

所属・役職

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

e-Rad研究者番号 所属・役職

所属・役職

○○部教授

○○○株式会社（本部）

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名

e-Rad研究者番号を有しない場合は、空欄としてください。

率専従証明書を提出する登録研究員は名前の前に◆印を付けてください。

労務費を計上しない登録研究員は名前の前に▽印を付けてください。

時間単価の登録研究員は名前の前に□印を付けてください。

業務管理者であっても未登録では労務費、旅費の計上はできません。

－ 120 － － 121 －





 

別紙２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 
 ※各年度の「助成対象費用の合計」を記入して下さい。 
 ※委託先又は共同研究先は、助成先の「助成対象費用の合計」の内数として、委託先等の「助成対象費用の合計」を

（ ）書きで記載してください。 
 ※助成金の額は、千円未満の端数を切り捨てること。 
 ※用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とし、縦位置とすること。 
 

（１）全期間総括表

助成事業の名称：・・・・・・技術開発

助成先名 委託先名・共同研究先名 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

0 0 0 0

うち委託 　 株式会社□□ (0) (0) (0) (0)

うち委託 　 国立大学法人□□大学 (0) (0) (0) (0)

うち共同研究 学校法人▽▽大学 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

うち委託 　 株式会社○○○○ (0) (0) (0) (0)

うち委託 　 国立大学法人☆☆☆大学 (0) (0) (0) (0)

うち共同研究 学校法人△△△大学 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

0 0 0 0

＜＊補助率　○／○＞

【研究分担先、分室がある場合の記載例】

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

４．財団法人▲▲▲（全体）

　（１）財団法人▲▲▲

　（２）分室：・・・・・・株式会社

３．◆◆◆◆技術研究組合（全体）

　（１）◆◆◆◆技術研究組合

　（２）分担先：株式会社・・・・

全期間総括表

１．●●●●株式会社

　＊助成金の額

２．株式会社★★★

合計（１．＋２．）

（単位：円）

 

別紙２ 

 
（注） 

 ※共同申請の場合、申請者毎に作成してください。 

※項目毎に「助成対象費用」を記入して下さい。 
 
  

（２）助成先、研究分担先、分室総括表

助成事業の名称：・・・・・・技術開発

●●●●株式会社

（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 0 0 0 0

　１．土木・建築工事費 0

　２．機械装置等製作・購入費 0

　３．保守・改造修理費 0

Ⅱ．労務費 0 0 0 0

　１．研究員費 0

　２．補助員費 0

Ⅲ．その他経費 0 0 0 0

　１．消耗品費 0

　２．旅費 0

　３．外注費 0

　４．諸経費 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0 0 0

　１．委託費・共同研究費 0

　２．学術機関等に対する共同研究費 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0 0

　＊助成金の額 0 0 0 0

＜＊補助率　○／○＞

　助成先総括表

－ 122 － － 123 －





 

別紙２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注） 
 ※各年度の「助成対象費用の合計」を記入して下さい。 
 ※委託先又は共同研究先は、助成先の「助成対象費用の合計」の内数として、委託先等の「助成対象費用の合計」を

（ ）書きで記載してください。 
 ※助成金の額は、千円未満の端数を切り捨てること。 
 ※用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とし、縦位置とすること。 
 

（１）全期間総括表

助成事業の名称：・・・・・・技術開発

助成先名 委託先名・共同研究先名 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

0 0 0 0

うち委託 　 株式会社□□ (0) (0) (0) (0)

うち委託 　 国立大学法人□□大学 (0) (0) (0) (0)

うち共同研究 学校法人▽▽大学 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

うち委託 　 株式会社○○○○ (0) (0) (0) (0)

うち委託 　 国立大学法人☆☆☆大学 (0) (0) (0) (0)

うち共同研究 学校法人△△△大学 (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0

0 0 0 0

＜＊補助率　○／○＞

【研究分担先、分室がある場合の記載例】

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

４．財団法人▲▲▲（全体）

　（１）財団法人▲▲▲

　（２）分室：・・・・・・株式会社

３．◆◆◆◆技術研究組合（全体）

　（１）◆◆◆◆技術研究組合

　（２）分担先：株式会社・・・・

全期間総括表

１．●●●●株式会社

　＊助成金の額

２．株式会社★★★

合計（１．＋２．）

（単位：円）

 

別紙２ 

 
（注） 

 ※共同申請の場合、申請者毎に作成してください。 

※項目毎に「助成対象費用」を記入して下さい。 
 
  

（２）助成先、研究分担先、分室総括表

助成事業の名称：・・・・・・技術開発

●●●●株式会社

（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 0 0 0 0

　１．土木・建築工事費 0

　２．機械装置等製作・購入費 0

　３．保守・改造修理費 0

Ⅱ．労務費 0 0 0 0

　１．研究員費 0

　２．補助員費 0

Ⅲ．その他経費 0 0 0 0

　１．消耗品費 0

　２．旅費 0

　３．外注費 0

　４．諸経費 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0 0 0

　１．委託費・共同研究費 0

　２．学術機関等に対する共同研究費 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0 0

　＊助成金の額 0 0 0 0

＜＊補助率　○／○＞

　助成先総括表

－ 122 － － 123 －





 

別紙２ 

 
（注） 

※「委託費・共同研究費」、「学術機関等に対する共同研究費」の場合は、事業者毎に「委託先、共同研究先総括表」を作成

して下さい。 

 ※Ⅰ～Ⅳについては項目毎に「助成対象費用」を記入して下さい。消費税及び地方消費税についてはⅠ～Ⅳに対応する消

費税額を記入して下さい。 

 
  

（３）委託先、共同研究先総括表

助成事業の名称：・・・・・・技術開発

●●●●株式会社

（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 0 0 0 0

　１．土木・建築工事費 0

　２．機械装置等製作・購入費 0

　３．保守・改造修理費 0

Ⅱ．労務費 0 0 0 0

　１．研究員費 0

　２．補助員費 0

Ⅲ．その他経費 0 0 0 0

　１．消耗品費 0

　２．旅費 0

　３．外注費 0

　４．諸経費 0

小計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 0 0 0 0

Ⅳ．間接経費 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0 0

消費税及び地方消費税 0

総計 0 0 0 0

＜補助率　○／○＞

委託先／共同研究先総括表

 

別紙２ 

 
（注） 

 ※複数年度交付決定の場合、年度毎に作成してください。また、共同申請の場合、申請者毎に作成してください。 

※細目ごとに金額(単価×数量)を記述してください。記載する金額は、消費税抜きとします。 

※「助成対象費用」には、「助成事業に要する費用」のうち、助成対象とする部分の金額を記入してください。一般には、

「助成事業に要する費用」と同額です。 

※「助成金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「助成対象費用の合計」に補助率を乗じて千円未満を切捨てた金

額を記入してください。 

 
  

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
　　(3)報告書等作成費 電子ファイル作成一式 ＝ 0
Ⅳ．再委託費・共同研究費 0 0
　１．委託費・共同研究費

株式会社□□ ＝
　２．学術機関等に対する共同研究費

学校法人▽▽大学 ＝

合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

<補助率　2/3>

項目別明細表（助成先用）

　２．機械装置等製作・購入費

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）

－ 124 － － 125 －





 

別紙２ 

 
（注） 

※「委託費・共同研究費」、「学術機関等に対する共同研究費」の場合は、事業者毎に「委託先、共同研究先総括表」を作成

して下さい。 

 ※Ⅰ～Ⅳについては項目毎に「助成対象費用」を記入して下さい。消費税及び地方消費税についてはⅠ～Ⅳに対応する消

費税額を記入して下さい。 

 
  

（３）委託先、共同研究先総括表

助成事業の名称：・・・・・・技術開発

●●●●株式会社

（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 0 0 0 0

　１．土木・建築工事費 0

　２．機械装置等製作・購入費 0

　３．保守・改造修理費 0

Ⅱ．労務費 0 0 0 0

　１．研究員費 0

　２．補助員費 0

Ⅲ．その他経費 0 0 0 0

　１．消耗品費 0

　２．旅費 0

　３．外注費 0

　４．諸経費 0

小計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 0 0 0 0

Ⅳ．間接経費 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0 0

消費税及び地方消費税 0

総計 0 0 0 0

＜補助率　○／○＞

委託先／共同研究先総括表

 

別紙２ 

 
（注） 

 ※複数年度交付決定の場合、年度毎に作成してください。また、共同申請の場合、申請者毎に作成してください。 

※細目ごとに金額(単価×数量)を記述してください。記載する金額は、消費税抜きとします。 

※「助成対象費用」には、「助成事業に要する費用」のうち、助成対象とする部分の金額を記入してください。一般には、

「助成事業に要する費用」と同額です。 

※「助成金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「助成対象費用の合計」に補助率を乗じて千円未満を切捨てた金

額を記入してください。 

 
  

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
　　(3)報告書等作成費 電子ファイル作成一式 ＝ 0
Ⅳ．再委託費・共同研究費 0 0
　１．委託費・共同研究費

株式会社□□ ＝
　２．学術機関等に対する共同研究費

学校法人▽▽大学 ＝

合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

<補助率　2/3>

項目別明細表（助成先用）

　２．機械装置等製作・購入費

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）

－ 124 － － 125 －





 

別紙２ 

 

（注） 

 ※「委託費・共同研究費」、「学術機関等に対する共同研究費」の場合は、事業者毎に「項目別明細表（委託・共同研究先

用）」を作成して下さい。 

※複数年度交付決定の場合、年度毎に作成してください。 

※細目ごとに金額(単価×数量)を記述してください。記載する金額は、消費税抜きとします。 

※「助成対象費用」には、「助成事業に要する費用」のうち、助成対象とする部分の金額を記入してください。一般には、

「助成事業に要する費用」と同額です。 

※「助成金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「助成対象費用の合計」に補助率を乗じて千円未満を切捨てた金

額を記入してください。 

 

  

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
　　(3)報告書等作成費 電子ファイル作成一式 ＝ 0
α．間接経費 （Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）×0% 0 0

合計Ａ(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋α） 0 0 0

消費税及び地方消費税 合計Ａ×10% 0
合計Ｂ（Ａ+消費税及び地方消費税） 0
<補助率　2/3>

項目別明細表（委託・共同研究先用）

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

　２．機械装置等製作・購入費

積算基礎（円）

 

（添付資料 2） 
企 業 化 計 画 書 

（共同申請の場合、申請者ごとに記述してください。） 
 
1. 研究開発を行う製品・サービス等の概要 

(1)内容 
研究開発の成果が、当該製品・サービスへどのように反映されるかを記載してください。 

 
(2)用途（販売予定先） 
当該製品・サービスの販売ルート、販売先等を記載してください。この販売先以外の分野等で利用でき

る場合は、それについても記載してください。 

 
2. 研究開発への取組 

実用化を目指す上での開発計画、投資計画、実用化能力を説明記載してください。 

(1)研究開発を考えるに至った経緯（動機） 
(2)事業として成功すると考えた理由 
事業の新規性、独創性、他との競争力、生産計画、販売計画など具体的に述べてください。 

(3)事業化のスケジュール 
助成期間終了後５年間の事業化計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な事業化の段階に区分し、事

業化の各段階が明瞭となるよう線表で記述してください。 

事業化の各段階において、事業化の中断や延期など、事業化全体の計画変更を考慮する必要がある重大

な障害を予想し、記述してください。 

また、重大な障害が回避し得ない場合、どの時点で計画変更の判断を下すのかを、線表に記入してくだ

さい。 

生産・販売の一部又は全部を自社で行わない場合は、委託先の選定、協力体制等を具体的に記述してく

ださい。 
 
(記入例) 
年度     年度     年度     年度     年度     年度 

製品設計 

 

設備投資 

 

生産 

 

販売 

 

収益発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

予想される重大な障害： 

製品設計段階 ：～～～～～～ 

設備投資  ：～～～～～～ 

生産  ：～～～～～～ 

販売  ：～～～～～～ 

◇続行/中断を判断 

－ 126 － － 127 －





 

別紙２ 

 

（注） 

 ※「委託費・共同研究費」、「学術機関等に対する共同研究費」の場合は、事業者毎に「項目別明細表（委託・共同研究先

用）」を作成して下さい。 

※複数年度交付決定の場合、年度毎に作成してください。 

※細目ごとに金額(単価×数量)を記述してください。記載する金額は、消費税抜きとします。 

※「助成対象費用」には、「助成事業に要する費用」のうち、助成対象とする部分の金額を記入してください。一般には、

「助成事業に要する費用」と同額です。 

※「助成金の額」には、様式第１に記述の補助率に従い、「助成対象費用の合計」に補助率を乗じて千円未満を切捨てた金

額を記入してください。 

 

  

助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
　　(3)報告書等作成費 電子ファイル作成一式 ＝ 0
α．間接経費 （Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）×0% 0 0

合計Ａ(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋α） 0 0 0

消費税及び地方消費税 合計Ａ×10% 0
合計Ｂ（Ａ+消費税及び地方消費税） 0
<補助率　2/3>

項目別明細表（委託・共同研究先用）

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

　２．機械装置等製作・購入費

積算基礎（円）

 

（添付資料 2） 
企 業 化 計 画 書 

（共同申請の場合、申請者ごとに記述してください。） 
 
1. 研究開発を行う製品・サービス等の概要 

(1)内容 
研究開発の成果が、当該製品・サービスへどのように反映されるかを記載してください。 

 
(2)用途（販売予定先） 
当該製品・サービスの販売ルート、販売先等を記載してください。この販売先以外の分野等で利用でき

る場合は、それについても記載してください。 

 
2. 研究開発への取組 

実用化を目指す上での開発計画、投資計画、実用化能力を説明記載してください。 

(1)研究開発を考えるに至った経緯（動機） 
(2)事業として成功すると考えた理由 
事業の新規性、独創性、他との競争力、生産計画、販売計画など具体的に述べてください。 

(3)事業化のスケジュール 
助成期間終了後５年間の事業化計画を、生産・販売・市場獲得などの具体的な事業化の段階に区分し、事

業化の各段階が明瞭となるよう線表で記述してください。 

事業化の各段階において、事業化の中断や延期など、事業化全体の計画変更を考慮する必要がある重大

な障害を予想し、記述してください。 

また、重大な障害が回避し得ない場合、どの時点で計画変更の判断を下すのかを、線表に記入してくだ

さい。 

生産・販売の一部又は全部を自社で行わない場合は、委託先の選定、協力体制等を具体的に記述してく

ださい。 
 
(記入例) 
年度     年度     年度     年度     年度     年度 

製品設計 

 

設備投資 

 

生産 

 

販売 

 

収益発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

予想される重大な障害： 

製品設計段階 ：～～～～～～ 

設備投資  ：～～～～～～ 

生産  ：～～～～～～ 

販売  ：～～～～～～ 

◇続行/中断を判断 

－ 126 － － 127 －





 

3. 市場の動向・競争力 
(1)市場規模（現状と将来見通し）／産業創出効果 

販売開始後 5年経過までの国内と海外の市場規模推移（百万円）を示し、その根拠を記述してください。

申請者のみの市場シェアにこだわらず開発した製品の市場規模として捉えてください。 

また、市場における申請者のシェアの推移を見通し、その根拠を記述してください。 

 

              市場規模 申請者のシェア 

例：1年目（ 年度） ○○○百万円   ％ 

     2年目（ 年度） ○○○百万円   ％ 

     ～～ 

     5年目（ 年度） ○○○百万円   ％ 

 

市場規模算出の根拠：～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

シェア見通しの根拠：～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 
(2)競合が想定される他社の開発動向とそれに対する優位性の根拠 

競合が想定される他社の製品・サービスに対し、予想される価格・仕様などを考慮して、自社製品・サ

ービスの優位性の根拠を記述してください。 

 
(3)価格競争力 

競合製品・サービスの市場価格と自社製品価格の比較、損益分岐点など、価格競争力の算出根拠を記述

してください。 

 
4. 売上見通し 

(1)売上見通し（単位：百万円） 
販売開始後 5年経過までの売上と収益の見通しを記述してください。また、販売単価、販売数、原価な

ど、売上と収益の算出根拠を記述してください。 

         販売単価  販売数       売上      製品原価  収益 

例：1年目（ 年度） ○○万円  ○○○個 ○○○百万円 ○○○百万円 ○○百万円 

  2年目（ 年度） ○○万円  ○○○個 ○○○百万円 ○○○百万円 ○○百万円 

  ～～ 

  5年目（ 年度） ○○万円  ○○○個 ○○○百万円 ○○○百万円 ○○百万円 

 
(2)売上見通し設定の考え方（算出の基本となる製品、サービス等の予定価格等を具体的に記述するこ

と。） 
どのような仕組みで収益を得るのか、投資額など収益の算出根拠を含め、収益計画を記述してください。 

 
（注） 

1. 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判とし、縦位置とすること。 
  

 

２０  年  月  日 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 理事長 殿 

 

変更手続等における使用印届出書 

 

住    所   東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名    称   株式会社 ○○○○ 

代表者氏名  代表取締役社長 ○○ ○○  印 

 

 

変更手続等に使用する当社の印鑑は、下記の印影の印鑑といたしますので、届出ます。ただし、別途貴

機構から代表者等印による手続を求められた場合は、本届出にかかわらず代表者等印での手続を行います。 

 

記 

 

１．使用届出をする印影 

 

 

 

 

 

 

 

２．変更手続等において、上記１．の印鑑を押印する者の氏名等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 

事業番号 ○○○○○○○○－○ 

主任研究者 

 

役職名                   

 

氏  名                        
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3. 市場の動向・競争力 
(1)市場規模（現状と将来見通し）／産業創出効果 

販売開始後 5年経過までの国内と海外の市場規模推移（百万円）を示し、その根拠を記述してください。

申請者のみの市場シェアにこだわらず開発した製品の市場規模として捉えてください。 

また、市場における申請者のシェアの推移を見通し、その根拠を記述してください。 

 

              市場規模 申請者のシェア 

例：1年目（ 年度） ○○○百万円   ％ 

     2年目（ 年度） ○○○百万円   ％ 

     ～～ 

     5年目（ 年度） ○○○百万円   ％ 

 

市場規模算出の根拠：～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

シェア見通しの根拠：～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 
(2)競合が想定される他社の開発動向とそれに対する優位性の根拠 

競合が想定される他社の製品・サービスに対し、予想される価格・仕様などを考慮して、自社製品・サ

ービスの優位性の根拠を記述してください。 

 
(3)価格競争力 

競合製品・サービスの市場価格と自社製品価格の比較、損益分岐点など、価格競争力の算出根拠を記述

してください。 

 
4. 売上見通し 

(1)売上見通し（単位：百万円） 
販売開始後 5年経過までの売上と収益の見通しを記述してください。また、販売単価、販売数、原価な

ど、売上と収益の算出根拠を記述してください。 

         販売単価  販売数       売上      製品原価  収益 

例：1年目（ 年度） ○○万円  ○○○個 ○○○百万円 ○○○百万円 ○○百万円 

  2年目（ 年度） ○○万円  ○○○個 ○○○百万円 ○○○百万円 ○○百万円 

  ～～ 

  5年目（ 年度） ○○万円  ○○○個 ○○○百万円 ○○○百万円 ○○百万円 

 
(2)売上見通し設定の考え方（算出の基本となる製品、サービス等の予定価格等を具体的に記述するこ

と。） 
どのような仕組みで収益を得るのか、投資額など収益の算出根拠を含め、収益計画を記述してください。 

 
（注） 

1. 用紙の大きさは、日本工業規格 A 列 4 判とし、縦位置とすること。 
  

 

２０  年  月  日 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 理事長 殿 

 

変更手続等における使用印届出書 

 

住    所   東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名    称   株式会社 ○○○○ 

代表者氏名  代表取締役社長 ○○ ○○  印 

 

 

変更手続等に使用する当社の印鑑は、下記の印影の印鑑といたしますので、届出ます。ただし、別途貴

機構から代表者等印による手続を求められた場合は、本届出にかかわらず代表者等印での手続を行います。 

 

記 

 

１．使用届出をする印影 

 

 

 

 

 

 

 

２．変更手続等において、上記１．の印鑑を押印する者の氏名等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

 

事業番号 ○○○○○○○○－○ 

主任研究者 

 

役職名                   

 

氏  名                        
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代表者等の変更通知書 

 

２０  年  月  日 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○部長 殿 

 

住   所 東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名   称 株式会社 ○○○○ 

氏   名 ○○部長 ○○ ○○  役職印 

（主任研究者） 

 

 

下記のとおり代表者等を変更したので、通知します。 

 

 

記 

１．変更内容 

【代表者変更の場合】 

（新） 代表取締役社長  ○○ ○○ 

（旧） 代表取締役社長  ○○ ○○ 

【住所変更の場合】 

（新） 東京都港区虎ノ門２丁目○番○号 

（旧） 東京都港区六本木１丁目○番○号 

【社名変更の場合】 

（新） ○○○商事株式会社 

（旧） 株式会社○○○商事 

 

２．変更した日 

２０○○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：様式の寸法は、日本工業規格Ａ列４判とし、左とじとすること。 

 

事業番号 ○○○○○○○○－○ 

  

 

＜参考例＞ 

２０   年  月  日 

 

作成者        印 

承認者        印 

 

選 定 理 由 書 

１．品 名： 

 

２．選定品：・物品の場合はメーカ名、製品名、型式番号等、役務（請負工事、外注等）の場合は主な仕

様を記載してください。 

 

３．選定先業者： 

 

４．研究及び選定品の概要等： 

・実施する研究内容を記載した上で、当該選定品の研究遂行上の必要性、利用目的を記載してください。 

・選定品が物品の場合、必要不可欠な機能、性能等の仕様や納期等の条件を記載し、表等を用いて選定し

た理由を記載してください。 

比較項目 
選定品 類 似 品 

製品Ａ 製品Ｂ 製品Ｃ 製品Ｄ 

○○機能 ○ ○ ○ × 

□□機能（加工精度●nm 以

下） 
２０ 10 １００ ２０ 

納期（●ヶ月以内） １ヶ月 3 ヶ月 ５ヶ月 １ヶ月 

 

５．業者選定理由及び価格の妥当性（相見積を行う場合は記載不要）： 

（業者選定理由） 

・業者が１社に特定される理由を具体的に記載してください。以下の例を選択するのではなく、当該選定

に至った具体的な理由を詳細に記載してください。なお、単に過去に納入実績がある等の理由のみでは認

められません。 

（例） 

・選定品の販売代理店が 1社のみである。（代理店証明書を添付） 

・研究で得られるデータの連続性を確保するために必要不可欠かつ代替できない特殊機器、材料、ソフ

トウェア等であり、当該物品の販売が１社のみである。 

・研究で使用している機器、ソフトウェアとの互換性を確保するために必要不可欠かつ代替できない特

殊機器、材料、ソフトウェア等であり、当該物品の販売が１社のみである。 

・既に購入した機器、プログラム等の保守、修理、改造等を行うにあたり、当該機器等のメーカ以外か

ら調達した場合、機器等の使用に支障が生じる恐れがある。 

・技術的なノウハウ流出の防止を目的として既に自社事業において選定業者との契約等があり、別の業

者から購入した場合、ノウハウ流出の恐れがある。 

 

（価格の妥当性） 

・価格の妥当性について、表等を用いて詳細に説明してください。 

（例） 

・過去に購入実績のある同等品や類似品との価格の比較。 

・過去に同様の外注等を行った場合、過去の見積書等に記載された工数、単価の比較。 

・カタログに定価表が示されている場合、その価格。 
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代表者等の変更通知書 

 

２０  年  月  日 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○部長 殿 

 

住   所 東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名   称 株式会社 ○○○○ 

氏   名 ○○部長 ○○ ○○  役職印 

（主任研究者） 

 

 

下記のとおり代表者等を変更したので、通知します。 

 

 

記 

１．変更内容 

【代表者変更の場合】 

（新） 代表取締役社長  ○○ ○○ 

（旧） 代表取締役社長  ○○ ○○ 

【住所変更の場合】 

（新） 東京都港区虎ノ門２丁目○番○号 

（旧） 東京都港区六本木１丁目○番○号 

【社名変更の場合】 

（新） ○○○商事株式会社 

（旧） 株式会社○○○商事 

 

２．変更した日 

２０○○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：様式の寸法は、日本工業規格Ａ列４判とし、左とじとすること。 

 

事業番号 ○○○○○○○○－○ 

  

 

＜参考例＞ 

２０   年  月  日 

 

作成者        印 

承認者        印 

 

選 定 理 由 書 

１．品 名： 

 

２．選定品：・物品の場合はメーカ名、製品名、型式番号等、役務（請負工事、外注等）の場合は主な仕

様を記載してください。 

 

３．選定先業者： 

 

４．研究及び選定品の概要等： 

・実施する研究内容を記載した上で、当該選定品の研究遂行上の必要性、利用目的を記載してください。 

・選定品が物品の場合、必要不可欠な機能、性能等の仕様や納期等の条件を記載し、表等を用いて選定し

た理由を記載してください。 

比較項目 
選定品 類 似 品 

製品Ａ 製品Ｂ 製品Ｃ 製品Ｄ 

○○機能 ○ ○ ○ × 

□□機能（加工精度●nm 以

下） 
２０ 10 １００ ２０ 

納期（●ヶ月以内） １ヶ月 3 ヶ月 ５ヶ月 １ヶ月 

 

５．業者選定理由及び価格の妥当性（相見積を行う場合は記載不要）： 

（業者選定理由） 

・業者が１社に特定される理由を具体的に記載してください。以下の例を選択するのではなく、当該選定

に至った具体的な理由を詳細に記載してください。なお、単に過去に納入実績がある等の理由のみでは認

められません。 

（例） 

・選定品の販売代理店が 1社のみである。（代理店証明書を添付） 

・研究で得られるデータの連続性を確保するために必要不可欠かつ代替できない特殊機器、材料、ソフ

トウェア等であり、当該物品の販売が１社のみである。 

・研究で使用している機器、ソフトウェアとの互換性を確保するために必要不可欠かつ代替できない特

殊機器、材料、ソフトウェア等であり、当該物品の販売が１社のみである。 

・既に購入した機器、プログラム等の保守、修理、改造等を行うにあたり、当該機器等のメーカ以外か

ら調達した場合、機器等の使用に支障が生じる恐れがある。 

・技術的なノウハウ流出の防止を目的として既に自社事業において選定業者との契約等があり、別の業

者から購入した場合、ノウハウ流出の恐れがある。 

 

（価格の妥当性） 

・価格の妥当性について、表等を用いて詳細に説明してください。 

（例） 

・過去に購入実績のある同等品や類似品との価格の比較。 

・過去に同様の外注等を行った場合、過去の見積書等に記載された工数、単価の比較。 

・カタログに定価表が示されている場合、その価格。 

－ 130 － － 131 －





 

２０○○年度 土木・建築工事費、機械装置等製作設計・加工費、保守・改造修理費 部門単価計算書 

 

団体名 ２０ 年 月 日 

所 属   ○○部○○課    証明者 氏名       印 

 

費      目 金 額（千円） 備    考 

１．直接労務費合計（Ａ） 

(1)賃金 

(2)給与 

(3)雑給 

(4)賞与手当 

  

２．間接費合計（Ｂ） 

(1)間接材料費 

補助材料費 

工場消耗品費 

消耗工具器具備品 

その他（費目記入） 

(2)間接労務費 

賃金 

給与 

雑給 

賞与手当 

退職給与引当金 

福利費 

（健保負担金等） 

 (3)間接経費 

福利施設費 

厚生費 

減価償却費 

賃借料 

保険料 

修繕料 

光熱水料 

租税公課 

旅費交通費 

通信費 

その他（費目記入） 

  

３．総経費（Ｃ） 

〔（Ａ）＋（Ｂ）〕 

  

４．稼働時間（Ｄ）   

５．従業員等数（Ｅ）   

部門単価〔円／ｈ〕＝（Ｃ）÷{（Ｄ）×（Ｅ）} 

（注） 

１．上記の計算方法は、助成先（委託先または共同研究先を含む）において単価算出方法に別段の定め

がない場合に、助成事業対象経費に関する「機械装置等費」のうち、土木・建築工事費、機械装置

等、製作設計・加工費、保守・改造修理費の部門単価計算に用いる。 

２．金額（税抜）は、年度毎に、当該年度の（年度末中間）実績報告時点で最新の確定決算により算出

した単価を使用し、当該年度中適用する。 

３．円未満の端数は、切捨とすること。 

 

 

＜参考例＞ 

健保等級証明書 

 

 

助成期間：２０○○年４月１日～２０○○年２月２８日 

 

２０○○年度 健保等級・賞与回数 

研究員・補助員 

氏名 

開始時 

(等級) 

年度途中変更

(等級) 

賞与回数 

(回) 
備考 

○○ ○○ ２４  ２  

○○ ○○ ２５ 
２７ 

２５ 
２ 

７月付 

１月付 

○○ ○○ ２６ ２３ ２ 11 月付 

○○ ○○ ９  ０ 補助員 

○○ ○○ ２０  ２ 
８月１日付 

新規雇用 

○○ ○○ ２０  ２ 
９月１日付 

追加登録 

 

 

２０○○年○○月○○日 

助成事業に係る研究員の健保等級について、上記のとおり証明致します。 

 

名   称  株式会社○○○○ 

所   属  ○○部○○課長 

証明者氏名  ○○ ○○   印 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）最新の健保等級を必ず記載してください。 

（注２）健保等級に変動があれば再度作成してください。 

 

事業番号 ○○○○○○○○－○

  

－ 132 － － 133 －





 

２０○○年度 土木・建築工事費、機械装置等製作設計・加工費、保守・改造修理費 部門単価計算書 

 

団体名 ２０ 年 月 日 

所 属   ○○部○○課    証明者 氏名       印 

 

費      目 金 額（千円） 備    考 

１．直接労務費合計（Ａ） 

(1)賃金 

(2)給与 

(3)雑給 

(4)賞与手当 

  

２．間接費合計（Ｂ） 

(1)間接材料費 

補助材料費 

工場消耗品費 

消耗工具器具備品 

その他（費目記入） 

(2)間接労務費 

賃金 

給与 

雑給 

賞与手当 

退職給与引当金 

福利費 

（健保負担金等） 

 (3)間接経費 

福利施設費 

厚生費 

減価償却費 

賃借料 

保険料 

修繕料 

光熱水料 

租税公課 

旅費交通費 

通信費 

その他（費目記入） 

  

３．総経費（Ｃ） 

〔（Ａ）＋（Ｂ）〕 

  

４．稼働時間（Ｄ）   

５．従業員等数（Ｅ）   

部門単価〔円／ｈ〕＝（Ｃ）÷{（Ｄ）×（Ｅ）} 

（注） 

１．上記の計算方法は、助成先（委託先または共同研究先を含む）において単価算出方法に別段の定め

がない場合に、助成事業対象経費に関する「機械装置等費」のうち、土木・建築工事費、機械装置

等、製作設計・加工費、保守・改造修理費の部門単価計算に用いる。 

２．金額（税抜）は、年度毎に、当該年度の（年度末中間）実績報告時点で最新の確定決算により算出

した単価を使用し、当該年度中適用する。 

３．円未満の端数は、切捨とすること。 

 

 

＜参考例＞ 

健保等級証明書 

 

 

助成期間：２０○○年４月１日～２０○○年２月２８日 

 

２０○○年度 健保等級・賞与回数 

研究員・補助員 

氏名 

開始時 

(等級) 

年度途中変更

(等級) 

賞与回数 

(回) 
備考 

○○ ○○ ２４  ２  

○○ ○○ ２５ 
２７ 

２５ 
２ 

７月付 

１月付 

○○ ○○ ２６ ２３ ２ 11 月付 

○○ ○○ ９  ０ 補助員 

○○ ○○ ２０  ２ 
８月１日付 

新規雇用 

○○ ○○ ２０  ２ 
９月１日付 

追加登録 

 

 

２０○○年○○月○○日 

助成事業に係る研究員の健保等級について、上記のとおり証明致します。 

 

名   称  株式会社○○○○ 

所   属  ○○部○○課長 

証明者氏名  ○○ ○○   印 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）最新の健保等級を必ず記載してください。 

（注２）健保等級に変動があれば再度作成してください。 

 

事業番号 ○○○○○○○○－○

  

－ 132 － － 133 －





 

＜参考例＞ 

 

給与証明書 

 助成期間：２０○○年４月１日～２０○○年２月２８日 

 

２０○○年度 月 額 給 与 （単位：円） 

研究員氏名 ４月 5月 6月 平均月額 備  考 

○○ ○○ 

 

（月額相当賞与） 

 

（月額交通費） 

 

（合計） 

500,000    

 夏期賞与750,000 

変動手当なし 

125,000    

15,000    

640,000   640,000 

研究員氏名 ４月 5月 6月 平均月額 備  考 

△△ △△ 

 

（月額相当賞与） 

 

（月額交通費） 

 

（合計） 

325,000 350,000 330,000  

前年１２月１５日から

従事 

夏期賞与450,000 

 変動手当あり 

75,000 75,000 75,000  

10,000 10,000 10,000  

410,000 435,000 415,000 420,000 

研究員氏名 ８月 ９月 １０月 平均月額 備  考 

□□ □□ 

 

（月額相当賞与） 

 

（月額交通費） 

 

（合計） 

280,000 260,000 270,000  

 ８月１日新規雇用 

 夏期賞与なし 

 年末賞与300,000 

 変動手当あり 

0 0 50,000  

12,000 12,000 12,000  

292,000 272,000 332,000 298,666 

 

 ２０○○年○○月○○日 

 助成事業に係る研究員の給与について、上記のとおり証明致します。 

名    称 

所    属 

証明者 氏名                      印 

 

  （注）事業開始月の支給給与を記載してください。 

 

  

事業番号 ○○○○○○○○－○

 

＜参考例＞ 

出向元給与証明書 

 

 ２０○○年○月○日～２０○○年○月○日 

 

２０○○年○○月○○日 

 

 ＮＥＤＯ助成事業に係る出向研究員の給与ほかについて、上記のとおり証明致します。 

 

名    称 

所    属 

証明者 氏名                      印 

 

 

 

 

 

２０○○年度 月 額 給 与ほか （単位：円） 

研究員氏名 ４月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 備  考 

○○ ○○ 

（本人給与ほか） 

250,000

（250,000）

250,000 

（250,000） 

250,000

（250,000）

250,000

（250,000）

250,000

（250,000）

250,000 

（250,000） 

変動手当なし 

（内、出向先負担額）

(法定福利費  

事業主負担額) 
      

法定福利費事業主 

負担額なし 

（賞与） 0 0 
300,000

（300,000）
0 0 0 夏期賞与300,000 

研究員氏名 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 備  考 

○○ ○○ 

（本人給与ほか） 

280,000

（250,000）

260,000 

（250,000） 

270,000

（250,000）

280,000

（250,000）

260,000

（250,000）

270,000 

（250,000） 
 変動手当あり 

(法定福利費  

事業主負担額) 
30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 

法定福利費事業主 

負担額あり 

（賞与） 0 0 
750,000

（750,000）
0 0 0 年末賞与750,000 

事業番号 ○○○○○○○○－○

－ 134 － － 135 －





 

＜参考例＞ 

 

給与証明書 

 助成期間：２０○○年４月１日～２０○○年２月２８日 

 

２０○○年度 月 額 給 与 （単位：円） 

研究員氏名 ４月 5月 6月 平均月額 備  考 

○○ ○○ 

 

（月額相当賞与） 

 

（月額交通費） 

 

（合計） 

500,000    

 夏期賞与750,000 

変動手当なし 

125,000    

15,000    

640,000   640,000 

研究員氏名 ４月 5月 6月 平均月額 備  考 

△△ △△ 

 

（月額相当賞与） 

 

（月額交通費） 

 

（合計） 

325,000 350,000 330,000  

前年１２月１５日から

従事 

夏期賞与450,000 

 変動手当あり 

75,000 75,000 75,000  

10,000 10,000 10,000  

410,000 435,000 415,000 420,000 

研究員氏名 ８月 ９月 １０月 平均月額 備  考 

□□ □□ 

 

（月額相当賞与） 

 

（月額交通費） 

 

（合計） 

280,000 260,000 270,000  

 ８月１日新規雇用 

 夏期賞与なし 

 年末賞与300,000 

 変動手当あり 

0 0 50,000  

12,000 12,000 12,000  

292,000 272,000 332,000 298,666 

 

 ２０○○年○○月○○日 

 助成事業に係る研究員の給与について、上記のとおり証明致します。 

名    称 

所    属 

証明者 氏名                      印 

 

  （注）事業開始月の支給給与を記載してください。 

 

  

事業番号 ○○○○○○○○－○

 

＜参考例＞ 

出向元給与証明書 

 

 ２０○○年○月○日～２０○○年○月○日 

 

２０○○年○○月○○日 

 

 ＮＥＤＯ助成事業に係る出向研究員の給与ほかについて、上記のとおり証明致します。 

 

名    称 

所    属 

証明者 氏名                      印 

 

 

 

 

 

２０○○年度 月 額 給 与ほか （単位：円） 

研究員氏名 ４月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 備  考 

○○ ○○ 

（本人給与ほか） 

250,000

（250,000）

250,000 

（250,000） 

250,000

（250,000）

250,000

（250,000）

250,000

（250,000）

250,000 

（250,000） 

変動手当なし 

（内、出向先負担額）

(法定福利費  

事業主負担額) 
      

法定福利費事業主 

負担額なし 

（賞与） 0 0 
300,000

（300,000）
0 0 0 夏期賞与300,000 

研究員氏名 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 備  考 

○○ ○○ 

（本人給与ほか） 

280,000

（250,000）

260,000 

（250,000） 

270,000

（250,000）

280,000

（250,000）

260,000

（250,000）

270,000 

（250,000） 
 変動手当あり 

(法定福利費  

事業主負担額) 
30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 

法定福利費事業主 

負担額あり 

（賞与） 0 0 
750,000

（750,000）
0 0 0 年末賞与750,000 

事業番号 ○○○○○○○○－○

－ 134 － － 135 －





 

 

  

<参考例>

別紙６－２

事業番号： □□□□□□□□-□

助成期間：２０　　年　　月　　日～２０　　年　　月　　日

２０○○
年度

勤務種別 備　考

研究員
氏名

a b c = a-b d e g =
d+e

h k

根戸　一郎 管理職 4 21 168 8 160 100 50 150 100

根戸　二郎 管理職 7 21 168 8 160 200 50 250 128

根戸　花子 裁量労働制 10 22 176 16 160 100 50 150 8 108

川崎　太郎 裁量労働制 12 20 160 0 160 200 50 250 16 144

川崎　次郎 高プロ 1 20 168 8 160 203 49 252 128.88

　

　

２０○○年○○月○○日

助成業務に係る研究員の労働時間について、上記のとおり証明致します。

名　　　称　　株式会社○○○○

所　　　属　　○○部○○課長

証明者氏名　　○○　○○　　　印

※上限時間は、所定労働時間から年休・特休・欠勤時間を差し引いた時間になります。
※管理職とは労働基準法上の管理監督者を示します。
※裁量労働制の場合は、所定労働時間をみなし労働時間と読み替えます。 
※高プロとは労働基準法上の者です。

<計上可能時間算出式>　　　　※小数点以下3桁目は切り捨て

１．管理職、高プロ

　　①自社従事時間を除く従事時間合計(g)≦上限時間(c)の場合　ｋ＝ｄ　

　　②自社従事時間を除く従事時間合計(g)＞上限時間(c)の場合　ｋ＝ｃ×ｄ÷ｇ

２．裁量労働制適用者

　　①自社従事時間を除く従事時間合計(g)≦上限時間(c)の場合　ｋ＝ｄ＋ｈ

　　②自社従事時間を除く従事時間合計(g)＞上限時間(c)の場合　ｋ＝（ｃ×ｄ÷ｇ）＋ｈ

労働時間証明書

労働時間

該
当
月

所定
労働
日数
（日）

所定
労働
時間

（時間）

年休・
特休・
欠勤
時間

（時間）

上限
時間

（時間）

当該
NEDO
業務従
事時間
（時間）

他事業
従事
時間

（時間）

自社従
事時間
を除く
従事時
間合計
（時間）

当該
NEDO
業務休
日労働
時間

（時間）

計上可
能時間
（時間）

 

＜参考例＞ 

事業番号：□□□□□□□□－□ 

 

率専従証明書 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○部長 殿 

 

事業期間：２０○○年 ４月 １日～２０○△年 ２月２８日 

 

 

研究員氏名 

 

雇用契約 

の形態 

 

当該事業従事率

（％） 

 

 

当該事業以外の 

業務 

（％） 

 

専従期間 

 

備 考 

 

 

○○ ○○ 
年俸制（裁量

労働） 
４０ 

他NEDO業務： ３０ 

自社業務：    １０ 

○○業務：    ２０ 

20○○.4.1～ 

20○△.2.28 

 

 

 

 ○○ ○○ 
年俸制（裁量労

働以外） 
７０ 

他NEDO業務： ２０ 

自社業務：    １０ 

 

20○○.4.1～ 

20○□.9.30 

 

 

 

 ○○ ○ 

 

月給制 １００ 

 
20○○.4.1～ 

20○△.2.28 

 

 

   

２０○○年○○月○○日 

 

上記の者は、当該事業の従事においては上記、申告した率にて半年以上従事させることを証明致しま

す。また、本人に当該事業従事率にて従事することとなる旨、書面により通知します。 

 

 

住     所 東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名     称      株式会社 ○○ ○○ 

証   明  者 人事部長 ○○ ○○       印 

 

 

－ 136 － － 137 －





 

 

  

<参考例>

別紙６－２

事業番号： □□□□□□□□-□

助成期間：２０　　年　　月　　日～２０　　年　　月　　日

２０○○
年度

勤務種別 備　考

研究員
氏名

a b c = a-b d e g =
d+e

h k

根戸　一郎 管理職 4 21 168 8 160 100 50 150 100

根戸　二郎 管理職 7 21 168 8 160 200 50 250 128

根戸　花子 裁量労働制 10 22 176 16 160 100 50 150 8 108

川崎　太郎 裁量労働制 12 20 160 0 160 200 50 250 16 144

川崎　次郎 高プロ 1 20 168 8 160 203 49 252 128.88

　

　

２０○○年○○月○○日

助成業務に係る研究員の労働時間について、上記のとおり証明致します。

名　　　称　　株式会社○○○○

所　　　属　　○○部○○課長

証明者氏名　　○○　○○　　　印

※上限時間は、所定労働時間から年休・特休・欠勤時間を差し引いた時間になります。
※管理職とは労働基準法上の管理監督者を示します。
※裁量労働制の場合は、所定労働時間をみなし労働時間と読み替えます。 
※高プロとは労働基準法上の者です。

<計上可能時間算出式>　　　　※小数点以下3桁目は切り捨て

１．管理職、高プロ

　　①自社従事時間を除く従事時間合計(g)≦上限時間(c)の場合　ｋ＝ｄ　

　　②自社従事時間を除く従事時間合計(g)＞上限時間(c)の場合　ｋ＝ｃ×ｄ÷ｇ

２．裁量労働制適用者

　　①自社従事時間を除く従事時間合計(g)≦上限時間(c)の場合　ｋ＝ｄ＋ｈ

　　②自社従事時間を除く従事時間合計(g)＞上限時間(c)の場合　ｋ＝（ｃ×ｄ÷ｇ）＋ｈ

労働時間証明書

労働時間

該
当
月

所定
労働
日数
（日）

所定
労働
時間

（時間）

年休・
特休・
欠勤
時間

（時間）

上限
時間

（時間）

当該
NEDO
業務従
事時間
（時間）

他事業
従事
時間

（時間）

自社従
事時間
を除く
従事時
間合計
（時間）

当該
NEDO
業務休
日労働
時間

（時間）

計上可
能時間
（時間）

 

＜参考例＞ 

事業番号：□□□□□□□□－□ 

 

率専従証明書 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○部長 殿 

 

事業期間：２０○○年 ４月 １日～２０○△年 ２月２８日 

 

 

研究員氏名 

 

雇用契約 

の形態 

 

当該事業従事率

（％） 

 

 

当該事業以外の 

業務 

（％） 

 

専従期間 

 

備 考 

 

 

○○ ○○ 
年俸制（裁量

労働） 
４０ 

他NEDO業務： ３０ 

自社業務：    １０ 

○○業務：    ２０ 

20○○.4.1～ 

20○△.2.28 

 

 

 

 ○○ ○○ 
年俸制（裁量労

働以外） 
７０ 

他NEDO業務： ２０ 

自社業務：    １０ 

 

20○○.4.1～ 

20○□.9.30 

 

 

 

 ○○ ○ 

 

月給制 １００ 

 
20○○.4.1～ 

20○△.2.28 

 

 

   

２０○○年○○月○○日 

 

上記の者は、当該事業の従事においては上記、申告した率にて半年以上従事させることを証明致しま

す。また、本人に当該事業従事率にて従事することとなる旨、書面により通知します。 

 

 

住     所 東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名     称      株式会社 ○○ ○○ 

証   明  者 人事部長 ○○ ○○       印 
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助
成

事
業
の
名
称
：

印

　
委
託
・

共
同
研
究
項
目
：

時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

根
戸
　
一

郎
3
,0
80

４
6
1.
5
0

1
89
,
42
0

8
0.
0
0

2
46
,
40
0

7
6.
5
0

2
3
5,
62
0

12
3
.0
0

3
7
8,
84
0

5
6
.0
0

17
2,
48
0

0
3
97
.0
0

1,
22
2,
7
60

根
戸
　
一

郎
3
,4
50

９
0

0
0

0
0

7
0
.0
0

24
1,
50
0

70
.0
0

24
1,
5
00

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0
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0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

6
1.
5
0

1
89
,
42
0

8
0.
0
0

2
46
,
40
0

7
6.
5
0

2
3
5,
62
0

12
3
.0
0

3
7
8,
84
0

5
6
.0
0

17
2,
48
0

7
0
.0
0

24
1,
50
0

4
67
.0
0

1,
46
4,
2
60

6
1.
5
0

1
89
,
42
0

14
1.
5
0

4
35
,
82
0

21
8
.0
0

6
7
1,
44
0

34
1
.0
0

1
,0
5
0,
28
0

39
7
.0
0

1
,2
2
2,
76
0

46
7
.0
0

1
,
46
4,
26
0

時
間

円
時
間

円

　
＊

１
．
登
録
研
究

員
と
補
助
員
は
、

そ
れ
ぞ
れ
別
葉
で

作
成
し
て
く
だ
さ

い
。

　
＊

２
．
率
専
従
者

の
場
合
は
、
時
間

数
を
空
欄
と
し
、

金
額
欄
に
月
額
を

記
入
し
て
く
だ

さ
い
。

主
任
研

究
者
　
所
属
：

□
□

□

○
○

○
○
○
○

助
成
先
名
称
：

Ｎ
１

年
度

労
務
費

積
算
書

事
業
番
号
：

□
□

□
□

□
□

□
□

－
□

△
△

△

氏
名
：

氏
名

単
価

適
用
月

４
月

９
月

上
期
合
計

５
月

６
月

７
月

８
月

四
半

期
別
合
計

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

上
期

月
別
合
計

年
度
内
月
別

累
計

2
18
.
00

67
1
,4
40

2
4
9.
00

79
2
,8
20

労
務
費
積
算
書
 

 

事業番号： □□□□□□□□－□

なし なし

通常勤務 主任研究者　所属：

氏名： 印 氏名： 印

開始時刻 終了時刻 開始時刻 終了時刻

4/1 月

4/2 火

4/3 水

4/4 木

4/5 金

4/6 土

4/7 日

4/8 月

4/9 火

4/10 水

4/11 木

4/12 金

4/13 土

4/14 日

4/15 月

4/16 火

4/17 水

4/18 木

4/19 金

4/20 土

4/21 日

4/22 月

4/23 火

4/24 水

4/25 木

4/26 金

4/27 土

4/28 日

4/29 祝

4/30 祝

0:00 0.00

所属 氏名

従事時間帯(２４時間制で時刻入力) 具体的な研究内容、作業内容

※独自の休日を設定する場合は「休日」と入力

除外する

時間数

合計

2019年4月分 助成事業従事日誌

日
曜

日

助成事業の名称：

委託・共同研究項目：

従事した

時間数

 

助成事業者名称：

　　　　　 には役員等コンプライアンスに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事： ※NEDO以外の公的資金に係る業務への従事：

ＮＥＤＯ確認欄

確認日

従事者　所属：

＊具体的な研究内容・作業内容について作成頂いた研究者本人にヒアリングさせて頂くことがあります。

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合

数値表示に変換した右の時間数を労務費積算書に記入
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助
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時
間
数

金
額

時
間
数

金
額

根
戸
　
一

郎
3
,0
80

４
6
1.
5
0

1
89
,
42
0

8
0.
0
0

2
46
,
40
0

7
6.
5
0

2
3
5,
62
0

12
3
.0
0

3
7
8,
84
0

5
6
.0
0

17
2,
48
0

0
3
97
.0
0

1,
22
2,
7
60

根
戸
　
一

郎
3
,4
50

９
0

0
0

0
0

7
0
.0
0

24
1,
50
0

70
.0
0

24
1,
5
00

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

0
0

0
0

0
0

0
.0
0

0

6
1.
5
0

1
89
,
42
0

8
0.
0
0

2
46
,
40
0

7
6.
5
0

2
3
5,
62
0

12
3
.0
0

3
7
8,
84
0

5
6
.0
0

17
2,
48
0

7
0
.0
0

24
1,
50
0

4
67
.0
0

1,
46
4,
2
60

6
1.
5
0

1
89
,
42
0

14
1.
5
0

4
35
,
82
0

21
8
.0
0

6
7
1,
44
0

34
1
.0
0

1
,0
5
0,
28
0

39
7
.0
0

1
,2
2
2,
76
0

46
7
.0
0

1
,
46
4,
26
0

時
間

円
時
間

円

　
＊

１
．
登
録
研
究

員
と
補
助
員
は
、

そ
れ
ぞ
れ
別
葉
で

作
成
し
て
く
だ
さ

い
。

　
＊

２
．
率
専
従
者

の
場
合
は
、
時
間

数
を
空
欄
と
し
、

金
額
欄
に
月
額
を
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任
研

究
者
　
所
属
：

□
□

□

○
○

○
○
○
○

助
成
先
名
称
：

Ｎ
１

年
度

労
務
費

積
算
書

事
業
番
号
：

□
□

□
□

□
□

□
□

－
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△
△

△

氏
名
：

氏
名
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価
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用
月

４
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９
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上
期
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計

５
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６
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８
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期
別
合
計

第
１
四
半
期

第
２
四
半
期

上
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月
別
合
計

年
度
内
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別

累
計

2
18
.
00

67
1
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40

2
4
9.
00

79
2
,8
20

労
務
費
積
算
書
 

 

事業番号： □□□□□□□□－□

なし なし

通常勤務 主任研究者　所属：

氏名： 印 氏名： 印

開始時刻 終了時刻 開始時刻 終了時刻

4/1 月

4/2 火

4/3 水

4/4 木

4/5 金

4/6 土

4/7 日

4/8 月

4/9 火

4/10 水

4/11 木

4/12 金

4/13 土

4/14 日

4/15 月

4/16 火

4/17 水

4/18 木

4/19 金

4/20 土

4/21 日

4/22 月

4/23 火

4/24 水

4/25 木

4/26 金

4/27 土

4/28 日

4/29 祝

4/30 祝

0:00 0.00

所属 氏名

従事時間帯(２４時間制で時刻入力) 具体的な研究内容、作業内容

※独自の休日を設定する場合は「休日」と入力

除外する

時間数

合計

2019年4月分 助成事業従事日誌

日
曜

日

助成事業の名称：

委託・共同研究項目：

従事した

時間数

 

助成事業者名称：

　　　　　 には役員等コンプライアンスに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事： ※NEDO以外の公的資金に係る業務への従事：

ＮＥＤＯ確認欄

確認日

従事者　所属：

＊具体的な研究内容・作業内容について作成頂いた研究者本人にヒアリングさせて頂くことがあります。

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合

数値表示に変換した右の時間数を労務費積算書に記入
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事業番号： □□□□□□□□－□

なし ◆率専従者は申告した従事率を記載 80%

通常勤務 主任研究者　所属：

氏名： 印 氏名： 印

テーマ（実施計画書の担当事業内容）

１．当月の従事報告（事業の進捗（従事内容）を記載）

２．その他特記事項

所属 氏名

＊具体的な研究内容・作業内容について作成頂いた研究者本人にヒアリングさせて頂くことがあります。

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合

　　　　　 には役員等コンプライアンスに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事：

ＮＥＤＯ確認欄

確認日

助成事業者名称：

（外来的要因にやむを得ない事情により、一時的に当該業務に従事できなかった場合は、①当該業

務に従事できなかった理由、及び②その期間（日単位）について記載すること。）

2019年4月分 助成事業従事月報

助成事業の名称：

委託・共同研究項目：  

従事者　所属：

  

 

 
   

普通運賃利用理由書 

 

国際航空旅客運賃において、普通運賃を利用した場合はこの理由書を作成し、機構の検査

時に提示してください。 

 

1 搭乗者名、利用した年月日、航空会社名、搭乗便名 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 利用した理由（該当するものに○を付けてください。） 

ア 正規割引運賃の設定がなかった。 

イ 予約を行おうとする日において、正規割引運賃の座席に空席がなかった。 

ウ 業務上の理由により、往路と復路で当該正規割引運賃において指定されている参加航空 

会社に含まれない航空会社を利用する必要があった。 

エ 正規割引運賃を利用する航空便の遅延・欠航により、同航空機への搭乗が不可能だった。 

オ 上記以外のやむを得ない理由により正規割引運賃が利用できなかった。 

 

3 オに○を付した場合は内容を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 予約が遅れたことによる場合は理由を記入してください。 
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事業番号： □□□□□□□□－□

なし ◆率専従者は申告した従事率を記載 80%

通常勤務 主任研究者　所属：

氏名： 印 氏名： 印

テーマ（実施計画書の担当事業内容）

１．当月の従事報告（事業の進捗（従事内容）を記載）

２．その他特記事項

所属 氏名

＊具体的な研究内容・作業内容について作成頂いた研究者本人にヒアリングさせて頂くことがあります。

＊事業者としてコンプライアンス（法令遵守）プログラム等を有する場合にはその責任者が、有しない場合

　　　　　 には役員等コンプライアンスに関し責任を有する者が、併せて従事内容の確認を行ってください。

※下記業務以外のＮＥＤＯ業務従事：

ＮＥＤＯ確認欄

確認日

助成事業者名称：

（外来的要因にやむを得ない事情により、一時的に当該業務に従事できなかった場合は、①当該業

務に従事できなかった理由、及び②その期間（日単位）について記載すること。）

2019年4月分 助成事業従事月報

助成事業の名称：

委託・共同研究項目：  

従事者　所属：

  

 

 
   

普通運賃利用理由書 

 

国際航空旅客運賃において、普通運賃を利用した場合はこの理由書を作成し、機構の検査

時に提示してください。 

 

1 搭乗者名、利用した年月日、航空会社名、搭乗便名 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 利用した理由（該当するものに○を付けてください。） 

ア 正規割引運賃の設定がなかった。 

イ 予約を行おうとする日において、正規割引運賃の座席に空席がなかった。 

ウ 業務上の理由により、往路と復路で当該正規割引運賃において指定されている参加航空 

会社に含まれない航空会社を利用する必要があった。 

エ 正規割引運賃を利用する航空便の遅延・欠航により、同航空機への搭乗が不可能だった。 

オ 上記以外のやむを得ない理由により正規割引運賃が利用できなかった。 

 

3 オに○を付した場合は内容を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 予約が遅れたことによる場合は理由を記入してください。 
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（学術機関等における決算報告書（収支決算書）の例） 

 

決算報告書 

 
２０○年○月○日 

 
受託契約相手（助成事業実施者） 宛 

 
国立大学法人○○大学 
○○学部長  ○○○○  印 

 
 

決算報告書の提出について 
 
 

２０○年○月○日付け受託研究契約について、下記のとおり実施したので、その実績を報告します。 
 

記 
 
 

１．研究題目                                   
 
 
２．契約金額        ￥○○，○○○，○○○－ 
 
 
３．研究期間        ２０○年○月○日 ～ ２０○年○月○日 
 
 
４．研究代表者名                             
 
 
５．収支決算書      別紙のとおり 

  

 

別紙 
 

収 支 決 算 書（例） 
 

（単位：円） 
区   分 予 算 額 決 算 額 差 引 額 備   考 

 
Ⅰ．直接経費 
 １．人件費 
 ２．備品費 
    ○○測定装置 
            ： 
 ３．消耗品費 
    △△試薬 
      ： 
 ４．光熱水費 
 ５．旅費 
 ６．謝金 
 ７．その他 
 
Ⅱ．間接経費 
（Ⅰ×    ） 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合    計     

 
注）区分については、契約時の積算項目に応じて、予算額、決算額、差引額をそれぞれ計上する。 
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（学術機関等における決算報告書（収支決算書）の例） 

 

決算報告書 

 
２０○年○月○日 

 
受託契約相手（助成事業実施者） 宛 

 
国立大学法人○○大学 
○○学部長  ○○○○  印 

 
 

決算報告書の提出について 
 
 

２０○年○月○日付け受託研究契約について、下記のとおり実施したので、その実績を報告します。 
 

記 
 
 

１．研究題目                                   
 
 
２．契約金額        ￥○○，○○○，○○○－ 
 
 
３．研究期間        ２０○年○月○日 ～ ２０○年○月○日 
 
 
４．研究代表者名                             
 
 
５．収支決算書      別紙のとおり 

  

 

別紙 
 

収 支 決 算 書（例） 
 

（単位：円） 
区   分 予 算 額 決 算 額 差 引 額 備   考 

 
Ⅰ．直接経費 
 １．人件費 
 ２．備品費 
    ○○測定装置 
            ： 
 ３．消耗品費 
    △△試薬 
      ： 
 ４．光熱水費 
 ５．旅費 
 ６．謝金 
 ７．その他 
 
Ⅱ．間接経費 
（Ⅰ×    ） 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合    計     

 
注）区分については、契約時の積算項目に応じて、予算額、決算額、差引額をそれぞれ計上する。 
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受託研究申込書（例） 

 

２０ 年 月 日 

 

○○大学法人等 受託申込先 殿 

 

 

住   所  東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名   称  株式会社○○○○ 

代表者氏名  代表者 ○○ ○○  印 

 

 

 

貴大学受託研究取扱規則等を遵守の上、下記のとおり受託研究を申し込みます。 

 

 

記 

 

 

１．受託研究の題目     別添受託研究実施計画書記載のとおり 

 

２．研究目的及び内容    別添受託研究実施計画書記載のとおり 

 

３．研究経費        ￥○○ , ○○○ , ○○○円 

 

４．希望する研究完了期限  ２０○○年○月○○日 

 

５．希望する研究担当者   別添受託研究実施計画書記載のとおり 

 

６．提供物品        な し 

 

７．その他 

  

 

概算払申込書 
 

 

 
 

送付先 

ＦＡＸ Ｎｏ．０４４－５２０－ 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○○○○○部        担当者： ○○ ○○ 宛 

発信日 ２０  年   月   日 

 

発信者 

・委託（助成）事業者名 

・担当者名 

・連絡先 TEL:（  ）－    －     

 FAX:（  ）－    －     

 

下記のとおり、概算払を申込みます。 

委託（助成） 

事業者名 

 

 

概算払請求 

予定額 

 

円 

契約管理（事業）

番号 
 

委託（助成） 

件名 

（大項目） 

（中項目） 

（小項目） 

希望する概算払 
にチェック 

第 1回 

(5 月) 

第 2 回 

(8 月) 

第 3 回 

(11 月) 

第 4 回 
(2 月) 

    

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概算払制度対象事業のうち運営費交付金を財

源とするものについては、当該年２月で終了す

る場合を除いて、第４回は必ず申込してくださ

い。
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受託研究申込書（例） 

 

２０ 年 月 日 

 

○○大学法人等 受託申込先 殿 

 

 

住   所  東京都港区虎ノ門○丁目○番○号 

名   称  株式会社○○○○ 

代表者氏名  代表者 ○○ ○○  印 

 

 

 

貴大学受託研究取扱規則等を遵守の上、下記のとおり受託研究を申し込みます。 

 

 

記 

 

 

１．受託研究の題目     別添受託研究実施計画書記載のとおり 

 

２．研究目的及び内容    別添受託研究実施計画書記載のとおり 

 

３．研究経費        ￥○○ , ○○○ , ○○○円 

 

４．希望する研究完了期限  ２０○○年○月○○日 

 

５．希望する研究担当者   別添受託研究実施計画書記載のとおり 

 

６．提供物品        な し 

 

７．その他 

  

 

概算払申込書 
 

 

 
 

送付先 

ＦＡＸ Ｎｏ．０４４－５２０－ 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

○○○○○○○○部        担当者： ○○ ○○ 宛 

発信日 ２０  年   月   日 

 

発信者 

・委託（助成）事業者名 

・担当者名 

・連絡先 TEL:（  ）－    －     

 FAX:（  ）－    －     

 

下記のとおり、概算払を申込みます。 

委託（助成） 

事業者名 

 

 

概算払請求 

予定額 

 

円 

契約管理（事業）

番号 
 

委託（助成） 

件名 

（大項目） 

（中項目） 

（小項目） 

希望する概算払 
にチェック 

第 1回 

(5 月) 

第 2 回 

(8 月) 

第 3 回 

(11 月) 

第 4 回 
(2 月) 

    

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概算払制度対象事業のうち運営費交付金を財

源とするものについては、当該年２月で終了す

る場合を除いて、第４回は必ず申込してくださ

い。
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（様式第１１－１） 

番     号 

年  月  日 

 

 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理事長 殿 

 
住    所 

名    称 

代 表 者 等       （氏名）        印 

 

 

課題設定型産業技術開発費助成金概算払請求書 

 

 
 
  ２０  年  月  日付け 第  号をもって交付決定を受けた課題設定型産業技術開発費

助成金について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第１４条第 2 項の規定に基づき、概算

払を下記のとおり請求します。 

 

 

記 
 
１．助成事業の名称 

 

 （大項目）      

 （中項目）      

 （小項目）      

 

２．概算払請求金額 

                 円        
          
 

３．請求金額の内訳 

別紙のとおり 

 

 「振込先銀行口座」（登録済み） 

銀 行 名  

支 店 名  

預金種別  

口座番号  

口座名義(ﾌﾘｶﾞﾅ)  

口座名義  
 
 

 事業番号：        
※用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４判とし、左上とじとすること。 

 

 

○請求金額の内訳 （太枠内に必要金額を記入してください。）

0 円

●当年度分の概算払 

○○年度
助成対象費用の額 

(単位：円）

助成金の額 
補助率（  ）

Ａ

※前年度分の過大額
Ｂ

当年度分の既受領額
Ｃ

今回請求額 
Ｄ

限度額に対する
請求割合

｛(Ｂ+Ｃ+Ｄ)／Ａ｝*100

 

●前年度分の概算払 

今回請求額
（※前年度分の不足額）

Ｅ

円 ←【不足額を請求する場合のみ記入】  

【記入上の注意】

⑦「今回請求額（前年度分の不足額）Ｅ」欄は、前年度不足分（年度末中間検査額－前年度既受領額）の
金額を請求する場合のみ請求金額を計上してください。

※前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して過大であった場合は、Ｂ欄に前年度過大 
分の金額を計上してください。

※前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して不足であった場合は、Ｅ欄に前年度不足 
分の金額を今回請求額として計上してください。

●今回請求額の合計（Ｄ+Ｅ）

④「前年度分の過大額Ｂ」欄には、前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して過大であった場合
に計上してください。

⑤「当年度分の既受領額Ｃ」欄には、これまでに支払請求し、受領した総額を計上してください。
（複数年度契約であれば当該年度分のみ計上してください。）

⑥「今回請求額Ｄ」欄は、Ｂ欄とＣ欄との合計が上限割合を超えることはできません。
（上限割合を超えて請求する必要がある場合は、当機構担当部と協議が必要です。）

①着色されている欄は自動計算されるので、入力しないでください。

②「助成対象費用の額」の欄には、単年度であればその額を、複数年度交付決定であれば当該年度限 
度額を計上してください。なお、助成対象費用の額又は限度額の変更を行っている場合は、直近の額を計 
上してください。

③「助成金の額Ａ」の欄には、助成対象費用の額に補助率を乗じて算出された助成金の額を計上してくだ 
さい。また、補助率（ ）内には、％又は分数を表記してください。

【概算払の上限割合】 

・５月概算払：限度額の２５％が上限 
・８月概算払：限度額の５０％が上限 
・１１月概算払：限度額の７５％が上限 
・翌年２月概算払：１月迄の実績額＋３月の必要額 
(各回とも不必要に過大な請求額とならないように精査してください)
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（様式第１１－１） 

番     号 

年  月  日 

 

 

国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理事長 殿 

 
住    所 

名    称 

代 表 者 等       （氏名）        印 

 

 

課題設定型産業技術開発費助成金概算払請求書 

 

 
 
  ２０  年  月  日付け 第  号をもって交付決定を受けた課題設定型産業技術開発費

助成金について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第１４条第 2 項の規定に基づき、概算

払を下記のとおり請求します。 

 

 

記 
 
１．助成事業の名称 

 

 （大項目）      

 （中項目）      

 （小項目）      

 

２．概算払請求金額 

                 円        
          
 

３．請求金額の内訳 

別紙のとおり 

 

 「振込先銀行口座」（登録済み） 

銀 行 名  

支 店 名  

預金種別  

口座番号  

口座名義(ﾌﾘｶﾞﾅ)  

口座名義  
 
 

 事業番号：        
※用紙の寸法は、日本工業規格Ａ列４判とし、左上とじとすること。 

 

 

○請求金額の内訳 （太枠内に必要金額を記入してください。）

0 円

●当年度分の概算払 

○○年度
助成対象費用の額 

(単位：円）

助成金の額 
補助率（  ）

Ａ

※前年度分の過大額
Ｂ

当年度分の既受領額
Ｃ

今回請求額 
Ｄ

限度額に対する
請求割合

｛(Ｂ+Ｃ+Ｄ)／Ａ｝*100

 

●前年度分の概算払 

今回請求額
（※前年度分の不足額）

Ｅ

円 ←【不足額を請求する場合のみ記入】  

【記入上の注意】

⑦「今回請求額（前年度分の不足額）Ｅ」欄は、前年度不足分（年度末中間検査額－前年度既受領額）の
金額を請求する場合のみ請求金額を計上してください。

※前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して過大であった場合は、Ｂ欄に前年度過大 
分の金額を計上してください。

※前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して不足であった場合は、Ｅ欄に前年度不足 
分の金額を今回請求額として計上してください。

●今回請求額の合計（Ｄ+Ｅ）

④「前年度分の過大額Ｂ」欄には、前年度の既受領額が年度末中間検査額に対して過大であった場合
に計上してください。

⑤「当年度分の既受領額Ｃ」欄には、これまでに支払請求し、受領した総額を計上してください。
（複数年度契約であれば当該年度分のみ計上してください。）

⑥「今回請求額Ｄ」欄は、Ｂ欄とＣ欄との合計が上限割合を超えることはできません。
（上限割合を超えて請求する必要がある場合は、当機構担当部と協議が必要です。）

①着色されている欄は自動計算されるので、入力しないでください。

②「助成対象費用の額」の欄には、単年度であればその額を、複数年度交付決定であれば当該年度限 
度額を計上してください。なお、助成対象費用の額又は限度額の変更を行っている場合は、直近の額を計 
上してください。

③「助成金の額Ａ」の欄には、助成対象費用の額に補助率を乗じて算出された助成金の額を計上してくだ 
さい。また、補助率（ ）内には、％又は分数を表記してください。

【概算払の上限割合】 

・５月概算払：限度額の２５％が上限 
・８月概算払：限度額の５０％が上限 
・１１月概算払：限度額の７５％が上限 
・翌年２月概算払：１月迄の実績額＋３月の必要額 
(各回とも不必要に過大な請求額とならないように精査してください)
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＜実績報告書の記載例＞ 
 
 
（様式第４） 

番      号 

年  月  日 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理事長 殿 

 

申請者  住    所 

名    称 

代表者等名                印 

 

課題設定型産業技術開発費助成金に係る実績報告書 

（・・技術開発課題・・） 

 

上記の件について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第９条第９号の規定に基づき下記の 

とおり報告します。 

 

記 

 

１．助成事業の名称 

（交付申請書に記載した助成事業の名称を記載） 

 

２．助成金の交付決定年月日、番号及び交付決定額 

(1) 交付決定年月日          ２０  年  月  日 

(2) 番  号         **年新エネ** 第******* 号 

(3) 交付決定額                            円 

（交付決定通知書（様式第２）に記載の交付決定年月日、番号、助成金の額（複数年度交付決定の

場合は「事業期間全体の合計額」）を記入） 

 

３．助成事業結果報告書（別紙１） 

 

４．収支報告書（別紙２） 

 

５．経費発生調書（別紙３） 

 

６．月別項目別明細表（別紙４） 

 

（注） 

１．様式第１４の「取得財産等管理明細表」を添付すること。 

２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 

 

 

 

 

 

 

社内文書番号がある場合は記入してください。無い
場合は記入しないでください。 

 

（別紙１） 

 

 

助 成 事 業 結 果 報 告 書 

 

 

１．研究開発の担当者及び実施場所 

(1) 研究開発担当者 

（主任研究者、登録研究員の氏名、職名、所属並びに分担した研究開発の事項） 

(2) 実施場所 

（実施場所の名称、所在地及び電話番号、２以上に分かれるときはそれぞれの場所で実施した主たる

研究開発項目も記入） 

 

２．研究開発の期間 

開始  ２０  年  月  日 

終了  ２０  年  月  日 

 

３．研究開発の日程 

（研究開発の開始から完了（終了又は廃止）までの研究開発の日程を研究の段階に従って線表で示す

こと。） 

 

４．研究開発の実績 

（申請書の内容説明書と対応させて、研究開発のために使用した設備、材料及び研究開発の経過並び

に内容について、図面、図表又は写真等も含めて詳細に記述すること。ただし、助成事業が完了して

いない場合は簡易な記述とすることができる。） 

 

５．研究開発の期間中に特許又は実用新案の登録の出願をしているときはその状況  

（特許等の出願をしている場合は、本報告書以外に様式第５「産業財産権等届出書」を提出するこ

と。） 

 

６．研究開発の成果 

（研究開発の成果は具体的に詳細に記載し、研究開発の成果を適用させるため、具体的方法、適用上

の問題点及び研究開発の技術的・経済的効果、公害防止効果等について、具体的、かつ、詳細に記述

すること。ただし、助成事業が完了していない場合は簡易な記述とすることができる。） 
 

７．研究開発の成果の企業化及び輸出の見通し 

（研究開発の成果を適用させるための具体的方法・成果を企業化するに当たり解決すべき課題とそれ

らの日程、企業化する見込み、時期、企業化の規模、量産化したときの製品の価格、輸出見込数量、

金額及び主たる仕向地並びに類似品がある場合は輸入品と比較した場合の優劣等について記述するこ

と。） 

 

 
（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 
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＜実績報告書の記載例＞ 
 
 
（様式第４） 

番      号 

年  月  日 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

理事長 殿 

 

申請者  住    所 

名    称 

代表者等名                印 

 

課題設定型産業技術開発費助成金に係る実績報告書 

（・・技術開発課題・・） 

 

上記の件について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第９条第９号の規定に基づき下記の 

とおり報告します。 

 

記 

 

１．助成事業の名称 

（交付申請書に記載した助成事業の名称を記載） 

 

２．助成金の交付決定年月日、番号及び交付決定額 

(1) 交付決定年月日          ２０  年  月  日 

(2) 番  号         **年新エネ** 第******* 号 

(3) 交付決定額                            円 

（交付決定通知書（様式第２）に記載の交付決定年月日、番号、助成金の額（複数年度交付決定の

場合は「事業期間全体の合計額」）を記入） 

 

３．助成事業結果報告書（別紙１） 

 

４．収支報告書（別紙２） 

 

５．経費発生調書（別紙３） 

 

６．月別項目別明細表（別紙４） 

 

（注） 

１．様式第１４の「取得財産等管理明細表」を添付すること。 

２．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 

 

 

 

 

 

 

社内文書番号がある場合は記入してください。無い
場合は記入しないでください。 

 

（別紙１） 

 

 

助 成 事 業 結 果 報 告 書 

 

 

１．研究開発の担当者及び実施場所 

(1) 研究開発担当者 

（主任研究者、登録研究員の氏名、職名、所属並びに分担した研究開発の事項） 

(2) 実施場所 

（実施場所の名称、所在地及び電話番号、２以上に分かれるときはそれぞれの場所で実施した主たる

研究開発項目も記入） 

 

２．研究開発の期間 

開始  ２０  年  月  日 

終了  ２０  年  月  日 

 

３．研究開発の日程 

（研究開発の開始から完了（終了又は廃止）までの研究開発の日程を研究の段階に従って線表で示す

こと。） 

 

４．研究開発の実績 

（申請書の内容説明書と対応させて、研究開発のために使用した設備、材料及び研究開発の経過並び

に内容について、図面、図表又は写真等も含めて詳細に記述すること。ただし、助成事業が完了して

いない場合は簡易な記述とすることができる。） 

 

５．研究開発の期間中に特許又は実用新案の登録の出願をしているときはその状況  

（特許等の出願をしている場合は、本報告書以外に様式第５「産業財産権等届出書」を提出するこ

と。） 

 

６．研究開発の成果 

（研究開発の成果は具体的に詳細に記載し、研究開発の成果を適用させるため、具体的方法、適用上

の問題点及び研究開発の技術的・経済的効果、公害防止効果等について、具体的、かつ、詳細に記述

すること。ただし、助成事業が完了していない場合は簡易な記述とすることができる。） 
 

７．研究開発の成果の企業化及び輸出の見通し 

（研究開発の成果を適用させるための具体的方法・成果を企業化するに当たり解決すべき課題とそれ

らの日程、企業化する見込み、時期、企業化の規模、量産化したときの製品の価格、輸出見込数量、

金額及び主たる仕向地並びに類似品がある場合は輸入品と比較した場合の優劣等について記述するこ

と。） 

 

 
（注）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 
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(別紙２)

（単位：円）

予算額 決算額 備考

支出 助成事業に要する経費

Ⅰ．自己資金

Ⅱ．借入金

Ⅲ．その他の収入

(小計)

Ⅳ．助成金交付申請額

合計

区分

収入

収支報告書
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が

必
要

）

現
在

ま
で

の
検

査
実

施
状

況
を

記
入

複
数

年
度

契
約

の
２

年
目

以
降

は
前

年

度
ま

で
の

年
度

末
中

間
検

査
の

実
施

状

況
を

記
入

中
間

検
査

、
年

度
末

中
間

検
査

で
は

計

上
す

る
対

象
月

末
日

を
、

確
定

検
査

時

は
対

象
日

と
な

る
日

付
ま

で
を

記
入

交
付

決
定

通
知

書
に

お
け

る
契

約

期
間

の
全

額
を

記
入

（変
更

に
応

じ

て
修

正
）

（注
）四

半
期

の
途

中
月

で
の

検
査

の
場

合
は

途
中

月
ま

で
の

合
計

額
を

左
列

に
記

入
し

、
あ

わ
せ

て
当

該

四
半

期
実

績
額

へ
転

記
（次

回
検

査
時

に
は

右
列

に
残

り
月

の
合

計
額

を
記

載
し

、
当

該
四

半
期

実
績

額

は
四

半
期

合
計

額
に

修
正

）

＜
例

＞
１

１
月

分
ま

で
の

検
査

の
場

合
、

１
０

月
と

１
１

月
の

合
計

額
を

左
列

に
記

入
し

、
同

額
を

第
３

四
半

期
に

も
転

記
（次

回
検

査
時

に
は

１
２

月
の

合
計

額
を

右
列

に
記

入
し

、
１

０
月

か
ら

１
２

月
分

の
合

計
額

ｗ

第
３

四
半

期
に

記
入

）
う
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(別紙２)

（単位：円）

予算額 決算額 備考

支出 助成事業に要する経費

Ⅰ．自己資金

Ⅱ．借入金

Ⅲ．その他の収入

(小計)

Ⅳ．助成金交付申請額

合計

区分

収入

収支報告書

 

 

XI
V

 

 

(
d
)
（

＝
a
'
＋

c
）

4
9
,
5
0
0
,
0
0
0

0
7
,
5
0
0
,
0
0
0

4
1
,
0
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

0
0

0
4
8
,
8
0
0
,
0
0
0

7
0
0
,
0
0
0

▲
 
7
0
0
,
0
0
0

4
8
,
8
0
0
,
0
0
0

4
8
,
8
0
0
,
0
0
0

4
,
5
0
0
,
0
0
0

4
,
5
0
0
,
0
0
0

0
4
,
5
0
0
,
0
0
0

0
0

4
,
5
0
0
,
0
0
0

4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

4
3
,
0
0
0
,
0
0
0

0
3
,
0
0
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

4
3
,
2
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
,
1
0
0
,
0
0
0

2
6
,
3
2
8
,
0
0
0

6
,
7
1
1
,
0
0
0

6
,
7
0
2
,
0
0
0

6
,
9
8
4
,
0
0
0

6
,
6
0
1
,
0
0
0

0
0

0
2
6
,
9
9
8
,
0
0
0

▲
 
6
7
0
,
0
0
0

6
6
0
,
0
0
0

2
6
,
9
8
8
,
0
0
0

2
6
,
9
8
8
,
0
0
0

2
4
,
3
2
8
,
0
0
0

2
4
,
3
2
8
,
0
0
0

6
,
2
1
1
,
0
0
0

6
,
2
0
2
,
0
0
0

6
,
4
8
4
,
0
0
0

6
,
1
0
1
,
0
0
0

2
4
,
9
9
8
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
3
,
6
8
0
,
0
0
0

2
2
0
,
0
0
0

1
0
,
4
2
0
,
0
0
0

1
1
,
0
5
0
,
0
0
0

2
,
0
3
0
,
0
0
0

0
0

0
2
3
,
7
2
0
,
0
0
0

▲
 
4
0
,
0
0
0

4
0
,
0
0
0

2
3
,
7
2
0
,
0
0
0

2
3
,
7
2
0
,
0
0
0

3
3
0
,
0
0
0

3
3
0
,
0
0
0

1
1
0
,
0
0
0

1
1
0
,
0
0
0

1
1
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

3
4
0
,
0
0
0

3
,
9
5
0
,
0
0
0

3
,
9
5
0
,
0
0
0

0
1
,
0
1
0
,
0
0
0

1
,
9
4
0
,
0
0
0

1
,
0
1
0
,
0
0
0

3
,
9
6
0
,
0
0
0

1
4
,
4
0
0
,
0
0
0

1
4
,
4
0
0
,
0
0
0

0
7
,
2
0
0
,
0
0
0

7
,
2
0
0
,
0
0
0

0
1
4
,
4
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

1
1
0
,
0
0
0

2
,
1
0
0
,
0
0
0

1
,
8
0
0
,
0
0
0

1
,
0
1
0
,
0
0
0

5
,
0
2
0
,
0
0
0

9
9
,
5
0
8
,
0
0
0

9
9
,
5
0
8
,
0
0
0

6
,
9
3
1
,
0
0
0

2
4
,
6
2
2
,
0
0
0

5
9
,
0
3
4
,
0
0
0

8
,
9
3
1
,
0
0
0

0
0

0
9
9
,
5
1
8
,
0
0
0

▲
 
1
0
,
0
0
0

0
9
9
,
5
0
8
,
0
0
0

9
9
,
5
0
8
,
0
0
0

Ⅳ
-
1
．

委
託

費
・

共
同

研
究

費
5
,
0
0
0
,
0
0
0

5
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

2
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

5
,
1
0
0
,
0
0
0

▲
 
1
0
0
,
0
0
0

(
7
0
0
,
0
0
0
)

←
流

用
減

額
計

5
,
0
0
0
,
0
0
0

Ⅳ
-
2
．

学
術

機
関

等
共

同
研

究
費

0
0

(
1
9
,
9
0
1
,
6
0
0
)

←
流

用
制

限
額

0

1
0
4
,
5
0
8
,
0
0
0

1
0
4
,
5
0
8
,
0
0
0

8
,
1
3
1
,
0
0
0

2
6
,
8
2
2
,
0
0
0

6
0
,
2
3
4
,
0
0
0

9
,
4
3
1
,
0
0
0

0
0

0
1
0
4
,
6
1
8
,
0
0
0

▲
 
1
1
0
,
0
0
0

1
0
4
,
5
0
8
,
0
0
0

助
成

金
額

→
5
2
,
2
5
4
,
0
0
0

交
付

決
定

額
一

覧

調
書

種
別

年
　

度
検

査
員

　

①
中

間
検

査
2
0
□

□
年

度
（

自
署

欄
）

②
確

定
検

査
2
0
□

□
年

度

③
2
0
□

□
年

度

④
2
0
□

□
年

度

⑤
2
0
□

□
年

度

⑥
合

　
計

2
0
1
9
年

注
意

：
自

動
計

算
部

分
（
赤

文
字

）
に

関
し

て
、

修
正

す
る

場
合

は
、

Ｐ
Ｊ
担

当
部

ま
で

ご
連

絡
く
だ

さ
い

。

 
課

題
設

定
型

産
業

技
術

開
発

費
助

成
事

業

【
単

年
度

交
付

決
定

・
複

数
年

度
交

付
決

定
】

経
費

発
生
調
書

２
０

１
９
年
度

確
定

検
査

助
成

事
業

の
名

称
：

事
業

番
号

：

助
成

事
業

期
間

：

□
□

□
□

□
□
□

□
－

□

助
成

事
業

者
名

称
：

Ｎ
Ｅ

Ｄ
Ｏ

担
当

部
：

流
用

す
る

増
減

の
額

 (
c
)

流
用

後
の

合
計

額

2
0
1
9
年

4
月

2
0
日

～
2
0
2
0
年

2
月

2
8
日

補
助

率
：

1
/
2

委
託

・
共
同

研
究

項
目
：

交
付

決
定

日
：

委
託
先

・
共

同
研
究

先
名

称
：

2
0
1
9
年

4
月

1
0
日

業
務

完
了

日
：

2
0
2
0
年

2
月

2
8
日

当
年

度

助
成

対
象

費
用

(
e
)

(
b
)
か
(
d
)
の
低

い
額

□
月

実
績

□
月

実
績

期
中

検
査

時
に

使
用

修
正

累
計

額

当
年

度

発
生

額
合

計

(
b
)

費
　

　
目

交
付

決
定

額
第

１
四

半
期

実
績

第
２

四
半

期

実
績

第
３

四
半

期

実
績

当
年

度
限

度
額

と
当

年
度

発
生

額
合

計
の

差
額

(
a
'－

b
)

助
成

対
象

費
用

(
a
)

当
年

度
助

成
対

象
費

用

限
度

額
　

(
a
'
)

第
４

四
半

期

実
績

　
２

．
補

助
員

費

Ⅲ
．

そ
の

他
経

費
2
3
,
6
8
0
,
0
0
0

　
１

．
消

耗
品

費

　
４

．
諸

経
費

小
　

計
　

Ａ
（

＝
Ⅰ

＋
Ⅱ

＋
Ⅲ

）

総
　

計
　

Ｂ
（

＝
Ａ

＋
Ⅳ

）

調
書

№

Ⅰ
．

機
械

装
置

等
費

4
9
,
5
0
0
,
0
0
0

　
１

．
土

木
・

建
築

工
事

費

【
中

間
検

査
・

確
定

検
査

の
実

施
状

況
】

総
計

Ｂ
の

内
、

助
成

金
額

5
2
,
2
5
4
,
0
0
0

　
２

．
機

械
装

置
等

製
作

・
購

入
費

　
３

．
保

守
・

改
造

修
理

費

Ⅱ
．

労
務

費
2
6
,
3
2
8
,
0
0
0

　
１

．
研

究
員

費

5
2
,
2
5
4
,
0
0
0

　
２

．
旅

費

　
３

．
外

注
費

計
上

期
間

2
0
　
　
年

　
　
月
　
　
日
ま
で
の
分

  

助
成

対
象

費
用

助
成

金
額

2
0
1
9
年

1
0
月

1
0
日

5
2
,2

5
4
,0

0
0

1
0
4
,5

0
8
,0

0
0

2
0
1
9
年

9
月

3
0
日

ま
で

の
分

3
4
,
9
5
3
,
0
0
0

総
計

Bの
助

成
対

象
費

用

(
e
)

1
0
4
,5

0
8
,0

0
0

２
０

２
０

年
３

月
１

０
日

検
査

年
月

日

2
0
　

　
年

　
　

月
　

　
日

2
0
　
　
年

　
　
月
　
　
日
ま
で
の
分

 

5
2
,2

5
4
,0

0
0

2
0
2
0
年

2
月

2
8
日

ま
で

の
分

1
0
4
,
6
1
8
,
0
0
0

2
0
　

　
年

　
　

月
　

　
日

2
0
　
　
年

　
　
月
　
　
日
ま
で
の
分

2
0
　

　
年

　
　

月
　

　
日

2
0
　
　
年

　
　
月
　
　
日
ま
で
の
分

2
0
2
0
年

3
月

1
0
日

2
0
　

　
年

　
　

月
　

　
日

単
年

度
交

付
決

定
・複

数
年

度
交

付
決

定

の
不

要
な

方
の

文
字

を
削

除

下
記

（注
）参

照

確
定

検
査

時
の

み

日
付

を
記

入

既
検

査
額

に
修

正
が

あ

る
場

合
に

記
入

（別
途

修

正
額

内
訳

書
が

必
要

）

現
在

ま
で

の
検

査
実

施
状

況
を

記
入

複
数

年
度

契
約

の
２

年
目

以
降

は
前

年

度
ま

で
の

年
度

末
中

間
検

査
の

実
施

状

況
を

記
入

中
間

検
査

、
年

度
末

中
間

検
査

で
は

計

上
す

る
対

象
月

末
日

を
、

確
定

検
査

時

は
対

象
日

と
な

る
日

付
ま

で
を

記
入

交
付

決
定

通
知

書
に

お
け

る
契

約

期
間

の
全

額
を

記
入

（変
更

に
応

じ

て
修

正
）

（注
）四

半
期

の
途

中
月

で
の

検
査

の
場

合
は

途
中

月
ま

で
の

合
計

額
を

左
列

に
記

入
し

、
あ

わ
せ

て
当

該

四
半

期
実

績
額

へ
転

記
（次

回
検

査
時

に
は

右
列

に
残

り
月

の
合

計
額

を
記

載
し

、
当

該
四

半
期

実
績

額

は
四

半
期

合
計

額
に

修
正

）

＜
例

＞
１

１
月

分
ま

で
の

検
査

の
場

合
、

１
０

月
と

１
１

月
の

合
計

額
を

左
列

に
記

入
し

、
同

額
を

第
３

四
半

期
に

も
転

記
（次

回
検

査
時

に
は

１
２

月
の

合
計

額
を

右
列

に
記

入
し

、
１

０
月

か
ら

１
２

月
分

の
合

計
額

ｗ

第
３

四
半

期
に

記
入

）
う
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 月
別
項
目
別
明
細
表
の
記
載
例
（
消
耗
品
）
 

 

 
 

※
 
月
別
項
目
別
明
細

表
の
後
に
続
く
帳
票
類
は
、
同
表
の
番
号
（
N
o
）
順
に
上
か
ら
下
へ
綴
じ
込
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

※
 
対
象
項
目
名
に
は

、
消
耗
品
、
旅
費
、
外
注
費
等
、
発
生
す
る
経
費
に
よ
っ
て
経
費
項
目
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 

2
01
9
年
度

別
紙
４

開
発

項
目

：

委
託
・

共
同

研
究
項

目
：

助
成
先

等
名

称
：

対
象

項
目

名
：

消
費

税
抜
額

消
費

税
込

額

1
○

○
薬

品
4月

2
5日

5
月

29
日

2
2,

00
0

４
月

計
2
2,

00
0

0

2
○

○
実

験
器

具
5月

1
4日

6
月

28
日

1
1,

00
0

3
○

○
備

品
5月

2
1日

6
月

28
日

5
0,

00
0

５
月

計
6
1,

00
0

0

６
月

計
0

0

第
１

四
半

期
計

8
3,

00
0

0

月
別
項
目
別

明
細
表
(
資
産
登

録
が
不
要

な
も
の
)
 

事
業

番
号

：
□

□
□

□
□

□
□

□
－

□

○
○

○
の

研
究

開
発

事
業

○
○

○
の

研
究

開
発

○
○

の
技

術
開

発

株
式

会
社

○
○

化
学

消
耗

品
費

№
品
　

名
　

等
検

収
日

支
払

日
経

費
発

生
額

法
人

番
号

契
約

相
手

先

 

 

XI
V

 
 修

正
額
内
訳
書
の
記
載
例
 

             ・
当
機
構
が
中
間
検
査
に
て
確
定
し
た
額
の
経
費
発
生
調
書
の
数
字
は
、
遡
っ
て
修
正
は
一
切
出
来
ま
せ

ん
。
確
定
後
に
誤
り
が
判
明
し
た
場
合
に
は
、
次
回
の
検
査
時
に
「
修
正
額

内
訳
書
」
（
別
冊
Ⅲ
参
照
）
を
使
っ
て
修
正
し
て
く
だ
さ
い
。
 

・
修
正
す
る
金
額
は
、
経
費
発
生
調
書
の

修
正
累
計
額
欄
を
用
い
て
反
映
さ
せ
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
際
に
は
、
上
記
の
記
載
例
の
と
お
り
、「

修
正
額
内
訳
書
」
に
直
近
調
書
№
、
修
正

対
象
項
目
、
修
正
対
象
月
、
修
正
前
の

額
、
修
正
後
の
額
、
修
正
金
額
及
び
修
正
理
由
を
記
入
し
て
く

だ
さ
い
。
 

・
計
算
ミ
ス
等
に
よ
る
修
正
や
、
未
計
上
分
の
追
加
も
修
正
額
内
訳
書
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 

事
業

番
号

：

①
９

6
7
,
2
0
0

6
5
,
1
0
0

▲
 
2
,
1
0
0

①
１

０
5
4
,
4
0
0

5
2
,
7
0
0

▲
 
1
,
7
0
0

①
１

０
9
1
,
6
2
0

8
3
,
9
8
5

▲
 
7
,
6
3
5

小
計

▲
 
1
1
,
4
3
5

①
１

０
2
0
,
0
0
0

0
▲

 
2
0
,
0
0
0

①
１

０
6
0
,
9
0
0

5
8
,
0
0
0

▲
 
2
,
9
0
0

合
計

▲
 
3
4
,
3
3
5 0 0

旅
費

１
０

／
１

０
～

１
２

出
張

の
旅

費
に

つ
い

て
、

消
費

税
分

を
割

り
戻

さ
な

か
っ

た
た

め
。

消
耗

品
費

○
○

薬
品

に
つ

い
て

、
助

成
事

業
以

外
使

用
分

を
計

上
し

た
た

め
。

研
究

員
費

○
○

　
○

○
の

労
務

費
単

価
の

適
用

違
い

。
誤

＠
３

２
０

０
円

→
正

＠
３

１
０

０
円

、
１

７
時

間
分

。

研
究

員
費

＊
＊

　
＊

＊
の

労
務

時
間

集
計

誤
り

。
誤

１
８

時
間

→
正

１
６

．
５

時
間

。
＠

５
０

９
０

円

修
正

後
の

額
修

正
金

額
修

正
理

由

研
究

員
費

○
○

　
○

○
の

労
務

費
単

価
の

適
用

違
い

。
誤

＠
３

２
０

０
円

→
正

＠
３

１
０

０
円

、
２

１
時

間
分

。

直
近

調
書

№
修

正
対

象
項

目
修

正
対

象
月

修
正

前
の

額

修
正
額
内
訳
書

助
成

事
業

者
ま

た
は

委
託

先
等

名
称

：
（

株
）

○
○

化
学

□
□
□

□
□

□
□
□

－
□

－ 152 － － 153 －
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 月
別
項
目
別
明
細
表
の
記
載
例
（
消
耗
品
）
 

 

 
 

※
 
月
別
項
目
別
明
細

表
の
後
に
続
く
帳
票
類
は
、
同
表
の
番
号
（
N
o
）
順
に
上
か
ら
下
へ
綴
じ
込
ん
で
く
だ
さ
い
。
 

※
 
対
象
項
目
名
に
は

、
消
耗
品
、
旅
費
、
外
注
費
等
、
発
生
す
る
経
費
に
よ
っ
て
経
費
項
目
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 

2
01
9
年
度

別
紙
４

開
発

項
目

：

委
託
・

共
同

研
究
項

目
：

助
成
先

等
名

称
：

対
象

項
目

名
：

消
費

税
抜
額

消
費

税
込

額

1
○

○
薬

品
4月

2
5日

5
月

29
日

2
2,

00
0

４
月

計
2
2,

00
0

0

2
○

○
実

験
器

具
5月

1
4日

6
月

28
日

1
1,

00
0

3
○

○
備

品
5月

2
1日

6
月

28
日

5
0,

00
0

５
月

計
6
1,

00
0

0

６
月

計
0

0

第
１

四
半

期
計

8
3,

00
0

0

月
別
項
目
別

明
細
表
(
資
産
登

録
が
不
要

な
も
の
)
 

事
業

番
号

：
□

□
□

□
□

□
□

□
－

□

○
○

○
の

研
究

開
発

事
業

○
○

○
の

研
究

開
発

○
○

の
技

術
開

発

株
式

会
社

○
○

化
学

消
耗

品
費

№
品
　

名
　

等
検

収
日

支
払

日
経

費
発

生
額

法
人

番
号

契
約

相
手

先
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 修

正
額
内
訳
書
の
記
載
例
 

             ・
当
機
構
が
中
間
検
査
に
て
確
定
し
た
額
の
経
費
発
生
調
書
の
数
字
は
、
遡
っ
て
修
正
は
一
切
出
来
ま
せ

ん
。
確
定
後
に
誤
り
が
判
明
し
た
場
合
に
は
、
次
回
の
検
査
時
に
「
修
正
額

内
訳
書
」
（
別
冊
Ⅲ
参
照
）
を
使
っ
て
修
正
し
て
く
だ
さ
い
。
 

・
修
正
す
る
金
額
は
、
経
費
発
生
調
書
の

修
正
累
計
額
欄
を
用
い
て
反
映
さ
せ
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
際
に
は
、
上
記
の
記
載
例
の
と
お
り
、「

修
正
額
内
訳
書
」
に
直
近
調
書
№
、
修
正

対
象
項
目
、
修
正
対
象
月
、
修
正
前
の

額
、
修
正
後
の
額
、
修
正
金
額
及
び
修
正
理
由
を
記
入
し
て
く

だ
さ
い
。
 

・
計
算
ミ
ス
等
に
よ
る
修
正
や
、
未
計
上
分
の
追
加
も
修
正
額
内
訳
書
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
 

 
 

事
業

番
号

：

①
９

6
7
,
2
0
0

6
5
,
1
0
0

▲
 
2
,
1
0
0

①
１

０
5
4
,
4
0
0

5
2
,
7
0
0

▲
 
1
,
7
0
0

①
１

０
9
1
,
6
2
0

8
3
,
9
8
5

▲
 
7
,
6
3
5

小
計

▲
 
1
1
,
4
3
5

①
１

０
2
0
,
0
0
0

0
▲

 
2
0
,
0
0
0

①
１

０
6
0
,
9
0
0

5
8
,
0
0
0

▲
 
2
,
9
0
0

合
計

▲
 
3
4
,
3
3
5 0 0

旅
費

１
０

／
１

０
～

１
２

出
張

の
旅

費
に

つ
い

て
、

消
費

税
分

を
割

り
戻

さ
な

か
っ

た
た

め
。

消
耗

品
費

○
○

薬
品

に
つ

い
て

、
助

成
事

業
以

外
使

用
分

を
計

上
し

た
た

め
。

研
究

員
費

○
○

　
○

○
の

労
務

費
単

価
の

適
用

違
い

。
誤

＠
３

２
０

０
円

→
正

＠
３

１
０

０
円

、
１

７
時

間
分

。

研
究

員
費

＊
＊

　
＊

＊
の

労
務

時
間

集
計

誤
り

。
誤

１
８

時
間

→
正

１
６

．
５

時
間

。
＠

５
０

９
０

円

修
正

後
の

額
修

正
金

額
修

正
理

由

研
究

員
費

○
○

　
○

○
の

労
務

費
単

価
の

適
用

違
い

。
誤

＠
３

２
０

０
円

→
正

＠
３

１
０

０
円

、
２

１
時

間
分

。

直
近

調
書

№
修

正
対

象
項

目
修

正
対

象
月

修
正

前
の

額

修
正
額
内
訳
書

助
成

事
業

者
ま

た
は

委
託

先
等

名
称

：
（

株
）

○
○

化
学

□
□
□

□
□

□
□
□

－
□

－ 152 － － 153 －





 

1
0
.
0
%

1
0
.
0
%

―
―

―
―

―
―

―
1
0
.
0
%

(
d
)
（

＝
a
'
＋

c
）

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
2
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

1
0
2
,
0
0
0

▲
 
2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

1
0
2
,
0
0
0

1
0
2
,
0
0
0

0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
2
,
0
0
0

0
1
0
2
,
0
0
0 0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

0
0

1
0
0
,
0
0
0

0
0

2
0
0
,
0
0
0

8
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0 0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

9
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

9
0
,
0
0
0

1
0
,
0
0
0

▲
 
2
,
0
0
0

9
8
,
0
0
0

9
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

9
0
,
0
0
0

0
0

9
0
,
0
0
0 0 0 0

4
,
1
0
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

3
9
2
,
0
0
0

3
9
2
,
0
0
0

4
1
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

3
9
,
2
0
0

8
0
,
8
0
0

1
2
0
,
0
0
0

3
9
,
2
0
0

4
,
5
1
0
,
0
0
0

1
,
3
2
0
,
0
0
0

4
3
1
,
2
0
0

8
8
8
,
8
0
0

0
1
,
3
2
0
,
0
0
0

4
3
1
,
2
0
0

3
6
0
,
8
0
0

1
0
5
,
6
0
0

3
4
,
4
9
6

7
1
,
1
0
4

(
2
,
0
0
0
)
←

流
用

減
額

計
3
4
,
4
9
6

4
,
8
7
0
,
8
0
0

1
,
4
2
5
,
6
0
0

4
6
5
,
6
9
6

9
5
9
,
9
0
4

(
2
4
0
,
0
0
0
)
←

流
用

制
限

額
4
6
5
,
6
9
6

4
,
5
1
0
,
0
0
0

1
,
3
2
0
,
0
0
0

4
3
1
,
2
0
0

調
書

種
別

検
査

員
　

①
年

度
末

中
間

監
査

（
自

署
欄

）

②
中

間
検

査

③ ④ ⑤ ⑥
２

０
１

９
/
４

版

　
　

年
　

　
月

　
　

日
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

の
分

　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

の
分

　

　
　

年
　

　
月

　
　

日
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

の
分

　

２
０

１
９

年
　

９
月

２
０

日
２
０
１

９
年
　
８
月

３
１
日
ま
で

の
分

4
3
1
,
2
0
0

※
代

表
委

託
者

等
が

検
査

す
る

場
合

、

法
人

名
も

記
入

　
　

年
　

　
月

　
　

日
　

　
年

　
　

月
　

　
日

ま
で

の
分

　

総
　

計
　

Ｄ
（

＝
Ｂ

＋
Ｃ

）

総
計

Ｄ
の

内
、

助
成

対
象

費
用

調
書

№

【
中

間
検

査
・

確
定

検
査

の
実

施
状

況
】

支
払

対
象

額

検
査

実
施

分
(
e
)

２
０

１
９

年
９

月
２

０
日

検
査

年
月

日
計

上
期

間

２
０

１
９

年
　

４
月

　
５

日
２
０
１

９
年
　
３
月

３
１
日
ま
で

の
分

1
,
2
5
4
,
0
0
0

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

Ｃ
(
=
Ｂ

×
８

%
)

　
１

．
研

究
員

費

　
２

．
補

助
員

費

Ⅲ
．

そ
の

他
経

費

　
１

．
消

耗
品

費

　
２

．
旅

費

　
３

．
外

注
費

　
４

．
諸

経
費

　
小
　
計
　
Ａ

（
＝
Ⅰ
＋

Ⅱ
＋
Ⅲ
'
）

α
．

間
接

経
費

（
＝

Ａ
×

比
率

）

合
　

計
　

Ｂ
（

＝
Ａ

＋
α

）

間
接

経
費

率

Ⅰ
．

機
械

装
置

等
費

　
１

．
土

木
・

建
築

工
事

費

　
２
．
機
械
装

置
等
製
作

・
購
入
費

　
３

．
保

守
・

改
造

修
理

費

Ⅱ
．

労
務

費

流
用

す
る

増
減

の
額

 (
c
)

流
用

後
の

合
計

額

支
払

対
象

額

(
e
)

(
b)

か
(d

)の
低

い
額

（
間

接
経

費
は

　
小

計
×

比
率

）

実
績

実
績

実
績

実
績

7
,
8
月

実
績

□
月

実
績

第
３

四
半

期
第

４
四

半
期

期
中

検
査

時
に

使
用

修
正

累
計

額
当

年
度

発
生

額
合

計

(
b
)

当
年

度

限
度

額
と

発
生

額
合

計
の

差
額

(
a'

－
b)

２
０

１
８

年
１

２
月

２
３

日
～

２
０

２
１

年
２

月
１

５
日

費
　

　
目

契
約

金
額

(
a
)

当
年

度
限

度
額

(
a
'
)

第
１

四
半

期
第

２
四

半
期

２
０

１
８

年
１

１
月

２
５

日

業
務

完
了

日
：

２
０

　
年

　
月

　
日

原
契

約
日

：

委
託

先
名

称
：

○
○

○
委

託
期

間
：

○
○

○

（
助
成

事
業

に
お

け
る

委
託
先

・
共

同
研

究
先

用
）

経
費
発

生
調

書
２
０
１
９
年

度
中

間
検

査
事

業
番

号
：

□
□

□
□

□
□

□
□

－
□

助
成

先
名

称
：

○
○

○
件

　
　

名
：

○
○

○
Ｎ

Ｅ
Ｄ

Ｏ
担

当
部

：

助
成

事
業

で
も
、
学

術
機
関
等

に
対
す
る
委

託
費

・共
同

研
究

費
の

場
合
「
間

接
経
費

」が
積

算
可

能
で
す
。

参
考

書
式

助
成

先
が

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
へ

計
上
す
る
助

成
対

象
費
用

は
、
消
費

税

抜
き
額

に
な
り
ま
す
。

（
た
だ
し
、
委
託

契
約

は
消

費
税
の

課
税

取
引

と
な
り
ま

す
の

で
、
助

成
先

と
委
託

先
の
関

係
で
は
総

計
Ｄ
に
て
精
算

し
ま

す
。
）

助
成
先

か
ら
の
委

託
の

場
合

の
経
費

発
生
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書
な

の
で
、

委
託
先

か
ら
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と
委
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元
＝
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成
先

で
す
。

委
託
先
・
共
同
研
究
先
用
経
費
発
生
調
書
（
参
考
書
式
）
の
記
載
例
 

 
 

 

（様式第２０） 

番     号 

年  月  日 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

  理事長 殿 

 

申請者 住   所 

名   称 

代表者等名              印 

 

課題設定型産業技術開発費助成金に係る企業化状況報告書 

（・・助成事業名・・） 

 

 

２０  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった上記の助成事業に関

し、２０  年度企業化状況について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第24条の規定に

基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．基本情報 

（単位：円） 

助成事業名  

助成期間  

助成対象費用[補助率○／○] ･･･（A）  

助成金確定額･･･（B）  

既納付額累計･･･（C）  

（D）＝（B）－（C）  

助成金確定額収益納付期間単年度換算値 

（＝（B）×1/5）･･･（E） 

 

納付額下限値･･･（F）=（E）の 1%  

 

 

２．企業化実績報告 

算定額（①）の詳細は別紙のとおり 

（単位：円） 

報告年度 
算定額 

（①） 

本年度納付額

（②） 

納付猶予額

（③） 

免除希望額 

（④） 
備考 

N1 年度      

N2 年度      

N3 年度      

N4 年度      

N5 年度      

  

－ 154 － － 155 －


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（様式第２０） 

番     号 

年  月  日 

 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

  理事長 殿 

 

申請者 住   所 

名   称 

代表者等名              印 

 

課題設定型産業技術開発費助成金に係る企業化状況報告書 

（・・助成事業名・・） 

 

 

２０  年  月  日付け  第   号をもって交付決定通知があった上記の助成事業に関

し、２０  年度企業化状況について、課題設定型産業技術開発費助成金交付規程第24条の規定に

基づき下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．基本情報 

（単位：円） 

助成事業名  

助成期間  

助成対象費用[補助率○／○] ･･･（A）  

助成金確定額･･･（B）  

既納付額累計･･･（C）  

（D）＝（B）－（C）  

助成金確定額収益納付期間単年度換算値 

（＝（B）×1/5）･･･（E） 

 

納付額下限値･･･（F）=（E）の 1%  

 

 

２．企業化実績報告 

算定額（①）の詳細は別紙のとおり 

（単位：円） 

報告年度 
算定額 

（①） 

本年度納付額

（②） 

納付猶予額

（③） 

免除希望額 

（④） 
備考 

N1 年度      

N2 年度      

N3 年度      

N4 年度      

N5 年度      

  

－ 154 － － 155 －





 

３．企業化状況報告 

 （１）企業化（事業化）の状況 

 

 

（２）発売時期及び事業名（あるいは製品名）と販売価格、販売数量 

発売時期 事業名（あるいは製品名） 販売価格 販売数 販売期間 

     

 

（３）企業化（事業化）で収益をあげるまでの課題と解決のための日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注釈） 

１）「助成対象費用（A）」及び「助成金確定額（B）」は、確定通知書に基づく額をいう。 

２）「既納付額累計（C）」とは、前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付金の合計額をいう。 

３）「助成金確定額収益納付期間単年度換算値（E）」は、「助成金確定額（B）」の 5分の 1をいう。 

４）「納付額下限値（F）」は、「助成金確定額収益納付期間単年度換算値（E）」の 1%をいう。 

５）当該年度収益額が納付額下限値（F）に満たない場合は、納付対象外とする。算定額（①）及び本年度

納付額（②）には「対象外」と記入する。 

６）「算定額（①）＜（D）」の場合は、本年度納付額（②）＝算定額（①）となる。また、「算定額（①）

＞（D）」の場合は、本年度納付額（②）＝（D）となる。 

７）NEDO 助成事業における中小企業の定義に該当する場合であって、企業化状況報告書の対象年度に営業

利益、経常利益、純利益のいずれかが、単体決算で赤字となることを理由に本年度納付額の免除を希

望する場合は、本年度納付額（②）は空欄として、免除希望額（④）を記入すること。さらに、様式

第 21（納付免除申請書）を提出し、機構の承認を得ることとする。該当しない場合には④は記入不要。 

８）前年度までの納付猶予額（③）及び免除希望額（④）は、NEDO から認められた実績額に見直すこと。

該当しない場合には③、④は記入不要。 

９）別紙（企業化実績報告添付資料）は選択した助成金寄与度の考え方に応じた様式を用いること。初回

報告時に選択した考え方は企業化状況報告期間中に変更不可とする。 

10）円未満は切り捨てとする。 

11）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 

 

  

 

 

（別紙） 

企業化実績報告添付資料（単年度生産コストベース用） 

 

対象期間:     (始期)２０  年 月 日 

(終期)２０  年 月 日 

助成事業者名:  

助成事業名:    

 

１．按分比率 

 （単位：円） 根拠 

売上高 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る売上高 
例）助成事業該当製品等の売
上明細 

按分比率（＝助成事業に係る売上高／売上高）  

 

２．助成事業に係る当該年度収益額 

 （単位：円） 根拠 

営業利益 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る当該年度収益額 

（＝営業利益×按分比率） 
（ア） 

 

判定：助成事業に係る当該年度収益額（ア）が納付額下限値（F）以上であるか （はい・いいえ） 

 

３．助成金寄与度 

 （単位：円） 根拠 

売上原価  
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る売上原価（＝売上原価×按分比率） （イ）  

販売費・一般管理費  
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る販売費・一般管理費 

（＝販売費・一般管理費×按分比率） 
（ウ） 

 

助成事業に係る自己負担額の収益納付期間単年度換算値 

（＝（助成対象費用－助成金確定額）×1/5） 
（エ） 

 

助成事業に係る NEDO負担額の収益納付期間単年度換算値 

（＝助成金確定額×1/5） 
（オ） 

 

 

４．算定額（①） 

  助成事業に係る当該年度収益額×助成金寄与度 

     （オ） 

 ＝ （ア） ×                   ＝ 

   （イ）＋（ウ）＋（エ）＋（オ） 

 

（注釈） 

１）根拠資料（助成事業に係る売上明細、損益計算書、その他算定に必要な資料）を添付すること。 

２）「助成事業に係る売上高」及び「助成事業に係る当該年度収益額」は、助成事業の実施結果の企業化、

産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他の当該助成事業の実施結果の他への供与によるもの

が対象となる。 

３）２．の判定において「はい」の場合は、３．及び４．への記入が必要。「いいえ」の場合は記入不要。 

４）按分比率及び助成金寄与度の算出過程における端数処理については、実数で計算することとするが途

該当するものに○をしてください 

別紙は、計算方法に応じ、いずれか一方を使用
してください。ただし、収益納付対象期間の途

中で変更することはできません。 
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３．企業化状況報告 

 （１）企業化（事業化）の状況 

 

 

（２）発売時期及び事業名（あるいは製品名）と販売価格、販売数量 

発売時期 事業名（あるいは製品名） 販売価格 販売数 販売期間 

     

 

（３）企業化（事業化）で収益をあげるまでの課題と解決のための日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注釈） 

１）「助成対象費用（A）」及び「助成金確定額（B）」は、確定通知書に基づく額をいう。 

２）「既納付額累計（C）」とは、前年度までの収益に伴う納付金及び財産処分に伴う納付金の合計額をいう。 

３）「助成金確定額収益納付期間単年度換算値（E）」は、「助成金確定額（B）」の 5分の 1をいう。 

４）「納付額下限値（F）」は、「助成金確定額収益納付期間単年度換算値（E）」の 1%をいう。 

５）当該年度収益額が納付額下限値（F）に満たない場合は、納付対象外とする。算定額（①）及び本年度

納付額（②）には「対象外」と記入する。 

６）「算定額（①）＜（D）」の場合は、本年度納付額（②）＝算定額（①）となる。また、「算定額（①）

＞（D）」の場合は、本年度納付額（②）＝（D）となる。 

７）NEDO 助成事業における中小企業の定義に該当する場合であって、企業化状況報告書の対象年度に営業

利益、経常利益、純利益のいずれかが、単体決算で赤字となることを理由に本年度納付額の免除を希

望する場合は、本年度納付額（②）は空欄として、免除希望額（④）を記入すること。さらに、様式

第 21（納付免除申請書）を提出し、機構の承認を得ることとする。該当しない場合には④は記入不要。 

８）前年度までの納付猶予額（③）及び免除希望額（④）は、NEDO から認められた実績額に見直すこと。

該当しない場合には③、④は記入不要。 

９）別紙（企業化実績報告添付資料）は選択した助成金寄与度の考え方に応じた様式を用いること。初回

報告時に選択した考え方は企業化状況報告期間中に変更不可とする。 

10）円未満は切り捨てとする。 

11）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４判とすること。 

 

  

 

 

（別紙） 

企業化実績報告添付資料（単年度生産コストベース用） 

 

対象期間:     (始期)２０  年 月 日 

(終期)２０  年 月 日 

助成事業者名:  

助成事業名:    

 

１．按分比率 

 （単位：円） 根拠 

売上高 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る売上高 
例）助成事業該当製品等の売
上明細 

按分比率（＝助成事業に係る売上高／売上高）  

 

２．助成事業に係る当該年度収益額 

 （単位：円） 根拠 

営業利益 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る当該年度収益額 

（＝営業利益×按分比率） 
（ア） 

 

判定：助成事業に係る当該年度収益額（ア）が納付額下限値（F）以上であるか （はい・いいえ） 

 

３．助成金寄与度 

 （単位：円） 根拠 

売上原価  
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る売上原価（＝売上原価×按分比率） （イ）  

販売費・一般管理費  
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る販売費・一般管理費 

（＝販売費・一般管理費×按分比率） 
（ウ） 

 

助成事業に係る自己負担額の収益納付期間単年度換算値 

（＝（助成対象費用－助成金確定額）×1/5） 
（エ） 

 

助成事業に係る NEDO負担額の収益納付期間単年度換算値 

（＝助成金確定額×1/5） 
（オ） 

 

 

４．算定額（①） 

  助成事業に係る当該年度収益額×助成金寄与度 

     （オ） 

 ＝ （ア） ×                   ＝ 

   （イ）＋（ウ）＋（エ）＋（オ） 

 

（注釈） 

１）根拠資料（助成事業に係る売上明細、損益計算書、その他算定に必要な資料）を添付すること。 

２）「助成事業に係る売上高」及び「助成事業に係る当該年度収益額」は、助成事業の実施結果の企業化、

産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他の当該助成事業の実施結果の他への供与によるもの

が対象となる。 

３）２．の判定において「はい」の場合は、３．及び４．への記入が必要。「いいえ」の場合は記入不要。 

４）按分比率及び助成金寄与度の算出過程における端数処理については、実数で計算することとするが途

該当するものに○をしてください 

別紙は、計算方法に応じ、いずれか一方を使用
してください。ただし、収益納付対象期間の途

中で変更することはできません。 
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中端数処理をする場合には、小数点以下 5位まで計算し 4位で表示 (％表示の場合は小数点以下 2位

まで表示)。切り捨て、切り上げ、四捨五入については報告元の規程によるが助成金寄与度については

切り上げとする。 

５）円未満は切り捨てとする。 

 

  

【納付額計算例】 
営業利益×按分比率＝1,000 万円×1／10＝100 万円    ･･･（ア） 
助成事業に係る売上原価＝売上原価×按分比率＝7,000 万円×1／10＝700 万円 ･･･（イ） 
助成事業に係る販管費＝販管費×按分比率＝3,000 万円×1／10＝300 万円 ･･･（ウ） 
助成期間中の自己負担額の 1/5＝1 億円／5 年＝2,000 万円   ･･･（エ） 
助成金確定額の 1/5＝1 億円／5 年＝2,000 万円    ･･･（オ） 
 
収益納付額＝助成事業に係る当該年度収益額×助成金寄与度 

 
 
※ＮＥＤＯの会計年度と異なる事業者で、対象期間が１年に満たない場合（例：0.5 年）は、算定し

た収益納付額に按分比率を乗じてください。 
＝40 万円×0.5＝20 万円 

※計算例は簡易的に万円単位で例示しています。算出過程における端数処理は、様式の注釈に従っ

てください。 

＝40万円

 

 

（別紙） 

企業化実績報告添付資料（累積投資ベース用） 

 

対象期間:     (始期)２０  年 月 日 

(終期)２０  年 月 日 

助成事業者名:  

助成事業名:    

 

１．按分比率 

 （単位：円） 根拠 

売上高 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る売上高  

按分比率 

（＝助成事業に係る売上高／売上高） 
 

 

２．助成事業に係る当該年度収益額 

 （単位：円） 根拠 

営業利益 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る当該年度収益額 

（＝営業利益×按分比率） 
（ア） 

 

判定：助成事業に係る当該年度収益額（ア）が納付額下限値（F）以上であるか （はい・いいえ） 

 

３．助成金寄与度 

 （単位：円） 根拠 

助成金確定額 （B）  

助成対象費用 （A）  

助成事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額（N年度） （カ）  

 

４．算定額（①） 

  助成事業に係る当該年度収益額×助成金寄与度 

        （B） 

 ＝ （ア） ×           ＝ 

   （A）＋（カ） 

 

（注釈） 

１）根拠資料（助成事業に係る売上明細、損益計算書、その他算定に必要な資料）を添付すること。 

２）「助成事業に係る売上高」及び「助成事業に係る当該年度収益額」は、助成事業の実施結果の企業化、

産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他の当該助成事業の実施結果の他への供与によるもの

が対象となる。 

３）２．の判定において「はい」の場合は、３．及び４．への記入が必要。「いいえ」の場合は記入不要。 

４）「３．助成金寄与度」における「助成事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額」は行を追加して

毎年度の額を記載すること。 

５）按分比率及び助成金寄与度の算出過程における端数処理については、実数で計算することとするが途

中端数処理をする場合には、小数点以下 5位まで計算し 4位で表示 (％表示の場合は小数点以下 2位

まで表示)。切り捨て、切り上げ、四捨五入については報告元の規程によるが助成金寄与度については

切り上げとする。 

６）円未満は切り捨てとする。 

該当するものに○をしてください 

助成事業に係る当該年度収益額を得るの
に要した額（カ）の考え方 
１年度目 (カ 1) 
２年度目 (カ 1)+(カ 2) 
3 年度目 (カ 1)+(カ 2)＋(カ 3) 
と分母に加算していきます。 

別紙は、計算方法に応じ、いずれか一方を使用
してください。ただし、収益納付対象期間の途

中で変更することはできません。 
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中端数処理をする場合には、小数点以下 5位まで計算し 4位で表示 (％表示の場合は小数点以下 2位

まで表示)。切り捨て、切り上げ、四捨五入については報告元の規程によるが助成金寄与度については

切り上げとする。 

５）円未満は切り捨てとする。 

 

  

【納付額計算例】 
営業利益×按分比率＝1,000 万円×1／10＝100 万円    ･･･（ア） 
助成事業に係る売上原価＝売上原価×按分比率＝7,000 万円×1／10＝700 万円 ･･･（イ） 
助成事業に係る販管費＝販管費×按分比率＝3,000 万円×1／10＝300 万円 ･･･（ウ） 
助成期間中の自己負担額の 1/5＝1 億円／5 年＝2,000 万円   ･･･（エ） 
助成金確定額の 1/5＝1 億円／5 年＝2,000 万円    ･･･（オ） 
 
収益納付額＝助成事業に係る当該年度収益額×助成金寄与度 

 
 
※ＮＥＤＯの会計年度と異なる事業者で、対象期間が１年に満たない場合（例：0.5 年）は、算定し

た収益納付額に按分比率を乗じてください。 
＝40 万円×0.5＝20 万円 

※計算例は簡易的に万円単位で例示しています。算出過程における端数処理は、様式の注釈に従っ

てください。 

＝40万円

 

 

（別紙） 

企業化実績報告添付資料（累積投資ベース用） 

 

対象期間:     (始期)２０  年 月 日 

(終期)２０  年 月 日 

助成事業者名:  

助成事業名:    

 

１．按分比率 

 （単位：円） 根拠 

売上高 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る売上高  

按分比率 

（＝助成事業に係る売上高／売上高） 
 

 

２．助成事業に係る当該年度収益額 

 （単位：円） 根拠 

営業利益 
例）助成事業に係る収益を含
む最小単位の損益計算書 

助成事業に係る当該年度収益額 

（＝営業利益×按分比率） 
（ア） 

 

判定：助成事業に係る当該年度収益額（ア）が納付額下限値（F）以上であるか （はい・いいえ） 

 

３．助成金寄与度 

 （単位：円） 根拠 

助成金確定額 （B）  

助成対象費用 （A）  

助成事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額（N年度） （カ）  

 

４．算定額（①） 

  助成事業に係る当該年度収益額×助成金寄与度 

        （B） 

 ＝ （ア） ×           ＝ 

   （A）＋（カ） 

 

（注釈） 

１）根拠資料（助成事業に係る売上明細、損益計算書、その他算定に必要な資料）を添付すること。 

２）「助成事業に係る売上高」及び「助成事業に係る当該年度収益額」は、助成事業の実施結果の企業化、

産業財産権の譲渡又は実施権の設定及びその他の当該助成事業の実施結果の他への供与によるもの

が対象となる。 

３）２．の判定において「はい」の場合は、３．及び４．への記入が必要。「いいえ」の場合は記入不要。 

４）「３．助成金寄与度」における「助成事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額」は行を追加して

毎年度の額を記載すること。 

５）按分比率及び助成金寄与度の算出過程における端数処理については、実数で計算することとするが途

中端数処理をする場合には、小数点以下 5位まで計算し 4位で表示 (％表示の場合は小数点以下 2位

まで表示)。切り捨て、切り上げ、四捨五入については報告元の規程によるが助成金寄与度については

切り上げとする。 

６）円未満は切り捨てとする。 

該当するものに○をしてください 

助成事業に係る当該年度収益額を得るの
に要した額（カ）の考え方 
１年度目 (カ 1) 
２年度目 (カ 1)+(カ 2) 
3 年度目 (カ 1)+(カ 2)＋(カ 3) 
と分母に加算していきます。 

別紙は、計算方法に応じ、いずれか一方を使用
してください。ただし、収益納付対象期間の途

中で変更することはできません。 

－ 158 － － 159 －





 

 
【納付額計算例】 
助成対象費用(A)２億円、助成金確定額(B)１億円 
 
（一年度目）：助成事業に係る当該年度収益額(ァ)100 万円、追加投資費用(ｶ 1)2,000 万円 
助成金寄与度 ＝1 億円／（2 億円＋2,000 万円） 
収益納付額 ＝100 万円×1 億円／（2 億円＋2,000 万円） 

＝45.5 万円 
 
（二年度目）：助成事業に係る当該年度収益額(ァ)300 万円、追加投資費用(ｶ 2)2,000 万円 
助成金寄与度 ＝1 億円／（2 億円＋2,000 万円＋2,000 万円） 
収益納付額 ＝300 万円×1 億円／（2 億円＋2,000 万円＋2,000 万円） 

＝125 万円 
 
（三年度目）：助成事業に係る当該年度収益額(ァ)200 万円、追加投資費用(ｶ 3)1,000 万円 
助成金寄与度 ＝1 億円／（2 億円＋2,000 万円＋2,000 万円＋1,000 万円） 
収益納付額 ＝200 万円×1 億円／（2 億円＋2,000 万円＋2,000 万円＋1,000 万円） 

＝80 万円 
 
※対象期間が１年に満たない場合（例：0.5 年）は、算定した収益納付額に按分比率を乗じてくだ

さい。 
（一年度目）＝45.5 万円×0.5＝22.75 万円 
※計算例は簡易的に万円単位で例示しています。算出過程における端数処理は様式の注釈に従っ

てください。 
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